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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成23年８月 平成24年８月 平成25年８月 平成26年８月 平成27年８月

売上高 （千円） 8,379,306 8,414,302 8,590,020 8,844,117 8,115,054

経常利益又は経常損失（△） （千円） 142,078 628,405 621,146 △459,222 △459,108

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） △61,808 234,819 261,167 △386,893 △884,242

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 118,000 118,000 118,000 297,630 297,630

発行済株式総数 （株） 3,480 3,480 1,740,000 2,130,500 2,130,500

純資産額 （千円） 1,701,907 1,943,460 2,205,006 2,177,741 1,293,328

総資産額 （千円） 5,318,347 5,100,887 4,973,161 4,926,629 3,608,766

１株当たり純資産額 （円） 489,053.81 1,116.93 1,267.25 1,022.20 607.09

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金

額（△）

（円） △17,760.93 134.95 150.10 △189.62 △415.06

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 32.0 38.1 44.3 44.2 35.8

自己資本利益率 （％） － 12.9 12.6 － －

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 369,259 297,544 △377,022 △262,534 △126,379

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △91,075 △84,026 482,975 △101,797 52,284

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △187,215 △356,400 △152,851 434,377 △29,605

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 802,978 661,399 619,934 691,368 588,235

従業員数
（人）

235 253 269 279 234

（外、平均臨時雇用者数） (332) (306) (302) (287) (250)

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。
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４．第20期、第21期及び第22期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。また、

第23期及び第24期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１

株当たり当期純損失金額であるため記載しておりません。

５．第20期、第21期及び第22期の株価収益率については、平成25年８月期末時点において当社株式は非上場で

あったため、記載しておりません。また、第23期及び第24期の株価収益率については、１株当たり当期純損

失金額であるため記載しておりません。

６．第20期、第23期及び第24期の自己資本利益率については、当期純損失金額を計上しているため記載しており

ません。

７．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

８．当社は、第21期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30日

公表分)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年

６月30日公表分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号　平成22年６

月30日公表分)を適用しております。なお、平成25年８月14日付で普通株式１株につき500株の割合で株式分

割を行いましたが、第21期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり

当期純利益金額を算定しております。
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２【沿革】

平成４年９月 東京都渋谷区千駄ケ谷三丁目55番12号に資本金1,000万円にて株式会社エイ・エヌアートプラン

ニングを設立

平成４年10月 １号店としてＡＮＡＰ原宿店を出店

平成５年11月 本店を東京都渋谷区神宮前二丁目31番21号に移転

平成13年６月

平成14年１月

平成14年２月

平成18年５月

平成18年８月

 

平成19年６月

平成19年６月

平成19年９月

平成24年３月

平成25年６月

平成25年11月

本店を東京都渋谷区神宮前三丁目４番９号に移転

ＡＮＡＰオンラインショップの運営を開始

ＡＮＡＰ　ＵＳＡ店の出店により10店舗達成

資本金を2,000万円に増資

株式会社ヤタカ・インコーポレーテッドと合併し、フランチャイズ11店舗を直営店とする

社名をアナップヤタカインコーポレーテッドとし資本金を１億1,800万円に増資

本店を東京都渋谷区神宮前二丁目31番16号に移転

大分ＦＯＲＵＳ店の出店により50店舗達成

社名を株式会社ＡＮＡＰに変更

本社機能を東京都渋谷区神宮前二丁目７番７号に移転

本社機能を東京都渋谷区神宮前二丁目31番16号に移転

東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に株式を上場
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３【事業の内容】

当社は、「仕事は楽しく」「現場主義」を基本理念に掲げております。ファッションが大好きな当社の社員が、当社

商品を着こなし、自分たちの思いのままのファッションを表現できる、また、風通しのよい環境を作りながら、お客様

にも「楽しいショッピング」をしていただけるＳＨＯＰ作りを事業の基本としております。

このように、全国のショッピングモールを中心とした店舗販売事業に加えて、自社ショッピングサイト等でのイン

ターネット販売事業、及び卸売販売事業を行っております。

当社は、多彩な商品バリエーションとスピーディーな供給を意識しております。また、「オンタイムで」おしゃれ

を楽しみたい女性のニーズに応えるため、欲しいものが手頃な価格でいつでも手に入る「リアルクロージング」を展開

し、「現在（いま）」であることにこだわっております。

これは、当社の企業理念として、「お客様がファッションをオンタイムで楽しめることが何より大事である」と考

えていることによります。

各事業におきましても、リーズナブルにおしゃれを楽しみたい女性のカジュアルファッションブランドとして幅広

い顧客ニーズをフォローするため、メインであるＡＮＡＰを中心にしながら、コンセプトの異なる数多くの独自ブラン

ドをサブブランドとして展開しております。また、新たな顧客層をターゲットとするため、ＫＩＤＳやＧｉＲＬに注力

しながら、アクセサリーやバッグ、小物類についてもブランドとして取り扱っております。

 

　（当社の主要なブランドラインナップ）

ブランド名 ブランドコンセプト

『ＡＮＡＰ』

アナップ

幅広い年齢層から支持されている全国ブランド、定番もの、流行もの、

個性的アイテムまで、他にはないアイテム数と

リーズナブルさで商品を取り揃えています。

 

『ＡＮＡＰ ＭＩＭＰＩ』

アナップ ミンピ

 

ＭＩＭＰＩとはバリ語で「夢」、リゾート＆サーフカジュアルを

コンセプトとしてスタートし、今もコンセプトを守り続けています。

サーフガール必見のエキゾチックアイテムから

エスニック調のセレブアイテムまで取り揃えています。

『ＳＥＴＴＩＭＩＳＳＩＭＯ』

セッティミッシモ

イタリアの現地バイヤーセレクトによる直輸入アイテムから

オリジナルアイテムまで取扱うブランドです。

ありそうでなかった個性派アイテムを取り揃えています。

『ＣＨＩＬＬＥ』

チル

ガーリーテイスト＆古着ＭＩＸがテーマのラブリーで可愛いブランド。

ハートやリボン、ドット柄、フリルアイテムから

定番の着やすくて合わせやすいアイテムまで取り揃えています。

『ＡＮＡＰ ＵＳＡ』

アナップ ユーエスエイ

Ｂｌａｃｋスタイルをベースにカジュアルからパーティスタイルまで

ｎｉｇｈｔ＆ｄａｙで幅広く取扱うブランド。

Ｌ．Ａインポート他、旬なアイテムを揃え、

ＬＡＴＩＮＡと合わせて商品展開しています。

『ＬＡＴＩＮＡ』

ラティーナ

ＳＥＸＹでボリュームのあるワンランク上の洗練されたスタイルを

コンセプトに、オリジナルアイテムをはじめ、

Ｌ.Ａからの買い付け商品も取扱うブランド。

他では見られない目を引くアイテムを取り揃えています。

『ＡＮＡＰ ＧｉＲＬ』

アナップ ガール

ＫＩＤＳを卒業しＡＮＡＰの大人になるまでのジュニアが、

ＡＮＡＰらしさを楽しめるブランドです。

『ＡＮＡＰ ＫＩＤＳ』

アナップ キッズ

ＡＮＡＰと同じアイテムや

インポートアイテムのＫＩＤＳサイズを取扱うブランド。

親子でお揃いのＡＮＡＰスタイルが楽しめます。
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ブランド名 ブランドコンセプト

『ＣＲＵＣＥ』

クルーセ

ＡＮＡＰの専属バイヤーによる小物オンリーセレクト。

ネックレスやピアス、ハットからサンダルまでの全身アクセサリーが揃います。

『ＳＡＮＤＩＥ ＡＮＡＰ』

サンディー アナップ

いつものカジュアルスタイルに差をつけたい！

そんな自由なハートにちょっぴりスパイスをプラスした

カジュアル＆クールなブランドです。

『Ａｌｌｕｇｅ』

アルージュ

ＡＮＡＰでは若すぎるがＡＮＡＰが好き！

という人に着て欲しいＡＮＡＰを卒業した大人の女性向けブランドです。

『ＡＮＡＰ ＨＯＭＥ』

アナップ ホーム

バイヤーセレクトの買付雑貨や小物、おしゃれ用品、部屋着、

パーティー用品などを幅広く扱うブランドです。

『ＡＮＡＰ ＭＥＮ』

アナップ メン

ＡＮＡＰが好きな彼女とのトータルなコーディネートを可能にする

ＭＥＮ'Ｓセレクトブランドです。

 『ＦＡＣＴＯＲ ＥＱＵＡＬ』

ファクター イコール

ガールズ目線でアメカジ、ヴィンテージ、

ＭＥＮ'Ｓ ｌｉｋｅなサイズ感をＭＩＸ。

枠にはまらない好奇心あふれる女子達へ、

雑貨もプラスしたトータルコーディネートを提案します。

『ＡＵＬＩ』

アウリ

次世代キャリアに向けエイジレスで

落ち着き過ぎないベーシックカジュアルウェア。

上質でも手の届くプライス×ファッション性を高めた

大人の仕事＆ウィークエンド服を提案。

『Ｓｐａｎｉｓｈ

Ｈａｒｌｅｍ』

スパニッシュ ハーレム

フェミニンキュート＆セクシーなレディースブランド。

型にはまらないさりげないトレンド感を意識したｃｕｔｉｅ ｐｉｅ へ。

明日着たい服をリーズナブルに提案しています。

『Ｒｏｍｅｏ ｙ

ＪｕＬｉｅｔａ』

ロミイ ジュリエッタ

Ｓｐａｎｉｓｈ Ｈａｒｌｅｍを卒業したｃｕｔｉｅ ｐｉｅに向けて

ハイセンス＆ハイクオリティな商品を提案。

かわいらしく、女らしく、大人らしく、

キュートな大人への「ｍｅｌｌｏｗ」なリアルクローズです。

『ＬＯＶＥ ＨＡＮＤＬＥＳ』

ラブ ハンドルズ

ＡＮＡＰオンラインショップを運営する

クリエーターが作るオリジナルＴシャツのブランドです。

『ＵＮＤＥＲ ＡＮＡＰ』

アンダー アナップ

ストリートをベースにＴｏｋｙｏ発の

Ｍｏｄｅ・Ｃｕｌｔｕｒｅ・ＭｕｓｉｃをＭｉｘしたブランドです。

コンセプトは“NEXT GENERATION”。自分らしいスタイルとマインドを持つ

次世代のティーンズ・ヤング層向けブランドです。

『Ａ/Ｃ/Ｄ/Ｙ』

エイシーディーワイ

ＡＮＡＰ..ＣＯＭＦＯＲＴ..ＤＡＩＬＹ..ＣＯＭＦＯＲＴ

デイリーコーディネートにプラスしやすい

シンプル＆ベーシックラインなブランドです。

 

当社は、ファッション業界において、商品トレンドをいかに早く捉えるかが、最も重要な経営情報であると考えてお

ります。特徴の異なる多数ブランドを並行展開することで、互いの弱点をカバーし、年間を通して安定した売上を確保

することを目指しております。

また、当社では「たくさんある品物の中から自分の好きなものを探したい、自分と同じ服を着た人に会いたくない」

と考えているお客様のために「多品種少ロット」の商品展開を行っております。これは、１つの商品の好不調が全体売

上に影響しない（販売不調な商品があっても好調な商品でカバーできる）というメリットを兼ね備えております。加え
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て、商品の入れ替わりが早く、常に新鮮な品揃えとなっていることがブランドの魅力を高めることに繋がり、安定経営

に貢献しております。

それらを実現するため、当社は、現場主義によるボトムアップ方式の経営となる仕組みを取り入れております。特

に、商品企画担当者には十分な権限を与え、より早い商品トレンドを各担当者の判断で捉え、商品展開に直接結び付け

ることで、多様な顧客ニーズに応える体制を構築しております。

さらに、当社は、本部一括調達による仕入を行っております。経験を積んだ本部のバイヤーに、店舗の店長クラスの

従業員が同行・連携することにより、ベテランバイヤーによる豊富な経験と現場スタッフの最新情報がハイブリッド効

果を生んでいるものと考えております。その結果、機会ロス、在庫リスクの低減に加え、店舗の店長クラスの従業員が

仕入に同行することにより、次世代のバイヤーを育成できる体制を構築しております。

 

 

（１）店舗販売事業

「ＡＮＡＰ」とそのサブブランド等からなる主要な販売チャネルとして、原宿や渋谷等に位置する路面旗艦店から、

郊外に位置する大型ショッピングモールへの出店など、当事業年度末において全国に69店舗を展開しております。

当社にとって店舗は、「お客様にＡＮＡＰブランドの商品に直接触れていただきながら、ＡＮＡＰブランドの魅力を

実感していただくための大切な場所」と考えております。各ブランドのコンセプトに即した店舗内装を施し、また各店

舗のスタッフはディスプレイの隅々まで工夫をこらし、「ポップなオリジナルカラー」を取り揃え、ご来店いただいた

お客様に楽しくショッピングをしていただけるよう、心を込めて接客しております。

また、当社はＳＨＯＰを、市場の動向、時代の流行を探るためのアンテナとして位置付けております。ブランド及び

地域性により異なるお客様のニーズを敏感にキャッチしつつ、次の商品企画、品揃えにスピーディーに反映させていく

ために必要な場所として認識し、運営しております。

 

 

（２）インターネット販売事業

当社は、平成14年１月より「ＡＮＡＰオンラインショップ」としてＡＮＡＰブランドのショッピングサイトの運営を

開始しております。

当社サイトの大きな特徴は、近年見られるセレクト型のインターネットショッピングサイトとは異なった、自社開発

による自社ブランド販売サイトであり、当社の商品戦略を機動的に実現する重要な販売チャネルであるとして位置付け

ております。

自社開発の当社システムは、受注管理、売上管理、在庫管理、お客様の購入分析など、様々な情報を一元管理するこ

とができます。また、操作性、運用上の利便性はもちろん、改変性、柔軟性にも優れ、新たな機能の追加や従来機能の

改善を容易に行うことができるシステムとして構築しております。したがって、オンラインショップ担当スタッフが発

案した、お客様に楽しんでいただけるアイディアだけでなく、お客様からのリクエストをすぐにカタチにして、表現す

ることができます。

常時１万アイテム以上の自社商品を品揃えしつつ、ＡＮＡＰカラーを前面に押し出したＰＯＰなデザインのサイトを

構築しております。また、ターゲットとする年代層が興味を持っている海外ミュージックや映画等のエンターテイメン

ト情報を提供し、ファッション雑誌を見ているかのような感覚や、お客様がウィンドウショッピングを楽しんでいるか

のような感覚を提供できるよう意識しております。さらに、掲載商品をコーディネートし、お客様がご自身で着用した

姿をイメージしやすいよう工夫しており、流行に敏感なお客様のために、いち早くスマートフォンに対応したサイト運

営を行った結果、現在では、スマートフォン・タブレット端末による受注比率が84％となっております。

当社は、これまで商品の配送を自社物流によりお客様に発送していたため、受注から発送まで通常２～３日を要して

おりました。しかし、平成24年５月に物流発送業務をアウトソーシングし、受注日当日の商品発送を可能とする体制を

構築したことにより、顧客サービスを充実させております。

また、平成26年２月に全ての事業セグメントにおける在庫の共有化を開始いたしました。以前までは、各事業におけ

る在庫が区分管理されていたことに伴い、全社における在庫水準の最適化が困難となっておりました。また、在庫管理

業務の二重化に加えて、インターネット販売事業においては、欠品が発生するなどの弊害が発生しておりました。しか

し、物流改革に伴って新たなインターフェースを構築・運用したことで、上記問題点が解消され、「適正在庫水準の維

持」、「在庫管理業務の効率化」及び「インターネット販売事業における機会損失を低減し、販売機会の増加」に直結

しております。

さらに、前事業年度に新規出店した他社サイト「ZOZOTOWN」、「SHOPLIST.com by CROOZ」が順調に推移しておりま

す。引き続き、新規顧客の取り込みに注力すると同時に、当社サイトとの相乗効果を狙っております。
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オンラインショップデータ

会員数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：名）

 第22期

（平成25年８月末）

第23期

（平成26年８月末）

第24期

（平成27年８月末)

会員数 557,349 655,389 755,395

 

アクティブ会員数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：名）

 第22期

（平成25年８月末）

第23期

（平成26年８月末）

第24期

(平成27年８月末)

会員数 125,762 141,206 136,576

※アクティブ会員数は1年以内に購入実績のある顧客の集計

 

インターネット販売事業の売上高推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 第22期

（平成25年８月期）

第23期

（平成26年８月期）

第24期

(平成27年８月期)

売上高 2,256,126 2,832,387 3,495,573

 

受注端末比率の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

 第22期

（平成25年８月末）

第23期

（平成26年８月末）

第24期

(平成27年８月末)

スマートフォン 66.4 76.5 80.7

パソコン 22.6 18.1 15.2

フィーチャーフォン 9.4 2.9 1.2

タブレット端末 1.6 2.5 2.9

 

 

（３）卸売販売事業

当社は、全国のセレクトショップ向けに卸売販売を行っております。「ＡＮＡＰ」の各ブランドはバイヤーによるセ

レクト商品を納品し、「ＡＵＬＩ」「ＦＡＣＴＯＲ ＥＱＵＡＬ」「Ｒｏｍｅｏ ｙ ＪｕＬｉｅｔａ」のブランドは展

示会受注による商品を納品しております。

 

以上を事業系統図で示すと、次のとおりであります。
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（１）店舗販売事業

 

（注）一部のブランドにつきましては、外注加工先にて生産を行っております。
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（２）インターネット販売事業

 

（注）一部のブランドにつきましては、外注加工先にて生産を行っております。
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（３）卸売販売事業

 

（注）一部のブランドにつきましては、外注加工先にて生産を行っております。
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４【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成27年８月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

234（250） 30.5 5.9 3,355,911

 

セグメントの名称 従業員数（人）

店舗販売事業 101 （243）

インターネット販売事業 44 （5）

卸売販売事業 9 （0）

報告セグメント計 154 （248）

全社（共通） 80 （2）

合計 234 （250）

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、最近１年間の平均人員を（　）外数で記

載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、主に管理部門の従業員数であります。

４．従業員数が当事業年度において45名減少しておりますが、その主な理由は店舗閉店によるものであります。

 

(2）労働組合の状況

当社において労働組合は組成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、政府・日銀による各種政策の効果などから、輸出関連企業を中心に収益が改

善し、円安や株高傾向の継続、原油価格下落の影響、雇用・所得環境の改善などにより、国内景気は緩やかな回復

基調を続けておりました。一方直近では、海外経済の下振れリスク等も存在しており、景気の先行きについては留

意が必要な状況が続いております。

　当社が属するカジュアルファッション業界におきましては、物価上昇懸念や実質賃金の低下などにより個人消費

者の節約意識は依然として根強く、不透明な状況が継続しております。また、円安進行による輸入原材料の高騰が

影響し、仕入コストが上昇するなど厳しい経営環境が続いております。

　このような状況の下、当社は管理体制の強化を目的として、各拠点に分散していた事業セグメントにおける本社

機能を１箇所に集約いたしました。これにより各事業セグメントごとの密な情報交換だけでなく迅速な意思決定を

行うことが可能となり、事業経営のスピードアップを図ってまいります。また、店舗につきましては、集客力・収

益性の高いショッピングモールに５店舗新規出店するとともに、既存店舗につきましては、厳密な採算管理に基づ

いて、今後の収益改善が見込めない店舗を31店舗退店いたしました。今後につきましても、継続して店舗リストラ

クチャリングを行うことにより収益回復を推進いたします。

　以上の結果、当事業年度におきましては、売上高8,115百万円（前年同期比8.2％減）となりました。既存店売上

高の減少や退店したことによる粗利益の減少に加えて、他社サイトにおける売上高増加に伴う支払手数料の増加及

び商品出荷配送・保管業務に係るアウトソーシング費用が影響し、485百万円の営業損失（前年同期は営業損失480

百万円）となりました。

　しかし、円安基調が継続したことにより通貨オプション評価益を計上した結果、459百万円の経常損失（前年同

期は経常損失459百万円）となりました。そして、役員退職慰労引当金戻入額を計上した一方で、不採算店舗の閉

店に伴う減損損失を計上しました。また、税効果会計における繰延税金資産の取り崩しによる法人税等調整額を計

上したこと等により、884百万円の当期純損失（前年同期は当期純損失386百万円）となりました。

 

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

（店舗販売事業）

　当社の主要事業である店舗販売事業につきましては、高収益な店舗展開を目的に、ショッピングモールに５店舗

新規出店いたしました。また、店舗改装　２店舗、店舗ブランドの変更　４店舗、退店　31店舗を行った結果、当

事業年度末における店舗数は69店舗になりました。セグメント利益につきましては、既存店売上高が減少したこと

に伴い、利益確保に苦戦いたしました。

　以上により、売上高は4,186百万円（前年同期比22.8％減）、セグメント損失は7百万円（前年同期はセグメント

利益289百万円）となりました。

 

（インターネット販売事業）

　当社の主要事業であるインターネット販売事業につきましては、積極的な商品供給を継続するとともに、多様な

手段で集客力向上に努めました。

　また、前事業年度に新規出店した他社サイト「ZOZOTOWN」、「SHOPLIST.com by CROOZ」が引き続き効果を発揮

した結果、売上高及びセグメント利益が堅調に増加しております。

　以上により、売上高は3,495百万円（前年同期比23.4％増）、セグメント利益は670百万円（前年同期比26.6％

増）となりました。

 

（卸売販売事業）

　卸売販売事業につきましては、既存の取引先に対する販売減少に伴い、売上高が減少しております。

　以上により、売上高は414百万円（前年同期比29.5％減）、セグメント利益は12百万円（前年同期比30.7％減）

となりました。

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

13/96



（2）キャッシュ・フロー

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ103百万円減少

し、588百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動の結果支出した資金は126百万円となりました。これは主に、税引前当期純損失

449百万円、役員退職慰労引当金の減少額377百万円、仕入債務の減少額64百万円による減少、減損損失328百万

円、たな卸資産の減少額182百万円、減価償却費129百万円、売上債権の減少額115百万円による増加の結果であり

ます。前年同期と比較して136百万円の支出減となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果得られた資金は52百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得

による支出108百万円、有形固定資産の除却による支出65百万円による減少、敷金及び保証金の回収による収入

264百万円による増加の結果であります。前年同期は101百万円の支出でした。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において財務活動の結果支出した資金は29百万円となりました。これは主に、短期借入金の純増減

額399百万円による増加、長期借入金の返済による支出272百万円、社債の償還による支出113百万円による減少の

結果であります。前年同期は434百万円の収入でした。
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２【生産、受注及び販売の状況】

当社における事業は、提供するサービスの性格上、生産実績及び仕入実績についてセグメント別の記載になじまな

いため、記載しておりません。なお、生産実績につきましては、取扱製品別に区分して記載しており、仕入実績につ

きましては、種別に区分して記載しております。また販売実績につきましては、セグメント別及び種別に区分して記

載しております。

 

(1）生産実績

　生産実績については、次のとおりであります。

                                                                          （単位：千円）

品目
当事業年度

（自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日）

前年同期比（％）

ワンピース 69,138 154.7

トップス 60,687 87.0

スカート 43,113 150.8

ニット 29,904 62.3

パンツ 29,825 191.3

セットアップ 25,834 260.5

ジャケット 19,892 120.0

コート 16,891 61.6

合計 295,286 113.3

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．一部のブランドにつきましては、外注加工先にて生産を行っております。

 

(2）仕入実績

　仕入実績については、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

種別
当事業年度

（自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日）

前年同期比（％）

レディースカジュアル 2,352,951 85.2

キッズ・ジュニア 1,040,641 93.5

雑貨・メンズ 143,825 77.6

合計 3,537,417 87.1

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）受注実績

　当社は、受注後遅滞なく出荷を行うため、受注残高の金額は僅少であり、当該記載を省略しております。

 

(4）販売実績

販売実績については、次のとおりであります。

 

①セグメント別販売実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

セグメントの名称
当事業年度

（自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日）

前年同期比（％）

店舗販売事業 4,186,549 77.2

インターネット販売事業 3,495,573 123.4

卸売販売事業 414,608 70.5

その他 18,322 -

合計 8,115,054 91.8

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　　 ②種別販売実績

 

種別
当事業年度

（自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日）

前年同期比（％）

レディースカジュアル 5,589,151 88.9

キッズ・ジュニア 2,216,718 101.9

雑貨・メンズ 309,184 80.9

合計 8,115,054 91.8

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社が属するカジュアルファッション業界におきましては、物価上昇懸念や実質賃金の低下などにより個人消費者の

節約意識は依然として根強く、不透明な状況が継続しております。また、円安進行による輸入原材料の高騰が影響し、

仕入コストが上昇するなど厳しい経営環境が続いております。

当社が対処すべき課題は、このような経営環境の変化に対応し、企業価値を高めることであり、以下の施策に基づい

て、全力で業績の回復に取り組んでまいります。

 

(1) 消費者ニーズを満たす商品供給力の向上

当社は、多彩な独自ブランドを並行展開することにより、各ブランドにおいて好不調のシーズンが異なる点を全体

でカバーしてまいりました。また、多品種少ロットの商品展開に基づき、各商品における好不調が全体売上に大きく

影響しないよう取り組んでまいりました。

当該内容に加えて、当社はオリジナリティーを強化した新規ブランドを展開する方針であります。具体的には、

「消費意欲はあるが、欲しい物がなく満たされないと感じているセレクトショップで探す、選ぶを楽しんで育った世

代」として30代以上の大人女子をターゲットとし、店舗においては週単位でテーマに沿った商品を展開いたします。

また、既存ブランドにつきましては、メインである「ＡＮＡＰ」ブランドを中心に、常にファッション情報の収

集・分析を行い、消費者ニーズ及び販売動向に基づく商品企画・供給力を強化いたします。

 

(2) 店舗販売戦略

当社は、既存店舗について厳密な採算管理に基づき、収益改善が見込めない赤字店舗を退店いたしました。今後も

収益改善が見込めない赤字店舗が発生した場合には、速やかに退店を推進いたします。

また、高収益な店舗展開を図るため、各店舗における適正人員配置の見直しを図るとともに、店舗改装・ブランド

融合による活性化・既存店舗の賃料圧縮等を検討し、店舗リストラクチャリングに基づく収益回復を達成いたしま

す。

 

(3) 在庫管理

当社は、平成26年２月に物流業務を一括外注し、全ての事業セグメントにおける在庫の共有化を開始いたしまし

た。しかし、一括外注したことに伴いコストが膨らんだため、平成27年４月に店舗向け及び卸売先に関する物流業務

を内製化し、コストダウンを図っております。

今後におきましては、常に各ブランドにおける発注状況をモニタリングし、販売動向・在庫量等を勘案して、適正

在庫水準の維持及び物流業務コストを削減してまいります。

 

(4) 粗利率の改善

当社は、在庫圧縮及び他社との価格競争に基づいて、積極的なセール販売を実施してまいりました。しかし、今後

におきましては、在庫量を適正水準まで減少させて、大規模なセール販売を控えることにより、利益確保を重視した

販売方法に移行いたします。

具体的には、消費者ニーズ及び販売動向を適時・適切に把握し、各商品に対する販売価格の見直しを随時実施して

まいります。また、仕入先を含む、仕入金額の見直しを通じて原価低減を達成し、粗利率の改善を達成いたします。

 

(5） 社員教育による全社統制の強化及びお客様満足度の向上

当社は、これまで現場主義を最優先事項として位置付けていたため、店舗管理者及び店舗スタッフの教育・指導

について、現場判断を重視してまいりました。当該状況は、各現場における販売業務に関して、一定の効果を発揮

してきました。しかし、現状は収益改善が見込めない赤字店舗が発生する状況が継続しているため、よりきめ細や

かな全社統制を強化する必要があると考えております。

そのため、店舗管理者及び店舗スタッフに対する社内研修制度をより一層充実させ、全社統制の強化を図るとと

もに、店舗運営業務を支える人材の早期育成及びレベルアップを達成し、お客様の満足度向上に努めてまいりま

す。

 

（6） 新規販売チャネルの展開

当社は、継続的な成長及び企業価値の拡大を図り、より多くの消費者ニーズに応えるため、新規販売チャネルの

開拓を推進してまいります。そのため、一過性ではあるもののシステム投資、広告宣伝費等の追加費用が発生する

可能性があります。

しかし、消費者の購買行動の変化に対して適時・適切に対応するとともに、事業拡大に伴う新たな顧客層の獲

得を通じて、経営の安定化に取り組んでまいります。

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

17/96



４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 重要事象等のリスク

　当社は、前事業年度におきまして営業損失480百万円、当期純損失386百万円となり、当事業年度においても営業損

失485百万円、当期純損失884百万円となりました。既存店売上高の減少等に伴って前事業年度に引き続き、２期連続

の営業損失、当期純損失を計上することとなりました。

 営業キャッシュ・フローにつきましては、前事業年度に262百万円の支出、当事業年度においても126百万円の支出

となり、３期連続の営業キャッシュ・フローのマイナスとなりました。

 このような状況により当社には、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

 

(2) ファッショントレンドや消費者ニーズの変化に伴うリスク

当社が扱うカジュアルファッションは、流行の変化により商品のライフサイクルが短い傾向にあります。消費者ニー

ズを満たすよう様々なブランドを並行展開することによって、当該リスクを低減しておりますが、急激な景気悪化や顧

客嗜好の変化に伴って、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 気象状況や自然災害に伴うリスク

当社における店舗販売事業は、気象状況による影響を受けやすく、自然災害のみならず記録的な大雨・大雪や度重な

る台風などの天候不順によって販売不振となり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 競合リスク

当社は、路面店、ファッションビル、ショッピングモール等において商品を展開しており、近隣において競合企業が

数多く出店しています。大都市近郊や集客力が高いショッピングモールへの出店方針に加えて、同業他社とは異なる店

舗コンセプトに基づいて運営しておりますが、当社出店エリアにおいて有力な競合他社が出店した場合、当社の業績及

び事業展開に影響を与える可能性があります。

また、インターネット販売事業においては、商品の提供に特化するのみならず、消費者ニーズへの機動的な対応等に

基づいて、競合企業との差別化を図っております。しかし、近年においては、インターネット通信販売市場の拡大に伴

うさらなる競争激化が予想され、新規参入事業者による新たな高付加価値サービスの提供等が行われた場合、当社にお

ける競争力が低下する可能性があります。この場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

(5) カントリーリスク

当社は、中国を中心とした海外から商品を仕入・生産しております。そのため、地域性に基づく市場リスク、信用リ

スク、地政学的リスクによって当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 為替リスク

「(5) カントリーリスク」に記載のとおり、当社は輸入商品を取り扱っており、海外からの直接買付けを含めて為替

相場の影響を受けております。そのため、為替相場の大幅な変動に基づいて、仕入価格・仕入数量に影響を及ぼす可能

性があり、その結果、当社の業績に影響を与える可能性があります。
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(7) 為替デリバティブ取引契約に係るリスク

当社は、海外からの輸入商品を多く取り扱っております。そのため、為替相場が円安水準にあった平成19年におい

て、外貨建ての仕入に係る為替リスクをヘッジすることを目的に、為替デリバティブ取引契約を締結いたしました。

その結果、過年度において以下の「通貨オプション評価損益」及び「為替差損益」を計上しております。

 

(単位:千円)

 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

営業外収益      

　通貨オプション評価益 　117,331 　313,847 　346,154 65,703 23,757

　　為替差益 　－ 　－ － － 14,471

営業外費用      

　　通貨オプション評価損 － － － － －

　　為替差損 　329,929 240,617 104,023 10,674 －

 

また、第23期及び第24期におけるヘッジ会計が適用されていない為替デリバティブ取引の契約額等の状況は、以下の

とおりであり、契約額等が減少傾向にあります。

 

  第23期（平成26年８月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の
取引

通貨オプション取引     

売建     

プット(米ドル) 518,415 335,445 △18,993 65,169

　買建     

コール(米ドル) 259,207 167,722 8,478 534

合計 777,622 503,167 △10,514 65,703

 

第24期（平成27年８月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の
取引

通貨オプション取引     

売建     

プット(米ドル) 335,445 152,475 △1,582 17,410

　買建     

コール(米ドル) 167,722 76,237 14,824 6,346

合計 503,167 228,712 13,242 23,757

 

当社は、今後において新たな為替デリバティブ取引契約を締結する予定はなく、残存している為替デリバティブ取引

契約が満了する平成29年６月まで、契約額等は引き続き減少すると考えております。現時点においては、急激に円高が

進行した場合、多額の為替差損を計上する可能性があります。しかし、今後におきましては、契約額等が減少すること

により、為替デリバティブ取引契約に基づく円高リスクを軽減いたします。

なお、為替デリバティブ取引契約における契約額等が減少し、為替相場が円安水準に進行した場合、「(6) 為替リス

ク」に記載のとおり、当社の業績に影響を与える可能性があります。
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(8) 原価上昇リスク

当社が取り扱う商品の多くは、中国を始めとする海外において生産されており、仕入原価は直接又は間接的に、当該

仕入国における経済情勢による影響を受けております。そのため、現地における原材料費や人件費が大幅に上昇した場

合、生産コスト・商品供給に影響を及ぼし、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

(9) 店舗展開リスク

当社は、ショッピングモールを中心にテナントとして店舗展開しております。そのため、ショッピングモールにおけ

る集客力の変化により影響を受ける可能性があります。また、当社における新規出店形態は、①新設されたショッピン

グモールへの出店、②既存のショッピングモールにおけるテナント入れ替えの２つに大別されます。両者において、

ショッピングモール運営会社が店舗展開方針を変更するなどの事情により、計画に沿って新規出店を行うことができな

い場合があり、その結果、当社の業績及び事業展開に影響を与える可能性があります。

 

(10) イオングループが運営するショッピングモールへの出店集中リスク

平成27年８月31日現在、当社が展開している69店舗中、イオングループが開発運営するショッピングモール等におい

て35店舗出店しております。そのため、イオングループにおけるショッピングモールへの出店が集中している状況で

す。

現時点において、同グループのショッピングモール等は高い集客力を保持していますが、今後における同グループを

取り巻く事業環境の変化や業界再編等により、影響を受ける可能性があります。また、同グループにおける経営方針、

出店政策等により、新規出店計画など当社の業績及び事業展開に影響を与える可能性があります。

 

(11) 物流業務の外注委託リスク

当社における主な物流業務に関して、日本通運株式会社に外注委託しており、具体的には、一部の事業セグメントに

おける商品保管業務、入出庫業務を委託しております。同社とは、各業務に関連するデータの授受について、システム

及び通信回線を通じて行っており、システム障害や通信障害によってデータの授受が困難となった場合、当社の物流業

務に支障が生じる可能性があります。また、大規模な震災等に加えて、その他不可抗力により同社からのサービス提供

が中断・停止され、物流業務が機能しない場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(12) 少子化リスク

当社が主に取り扱う商品は、①10代後半～30代までの客層をターゲットとしたレディスカジュアル、②３歳～中学生

までをターゲットとしたキッズ・ジュニアに大別されます。少子化が急激に進行し、キッズ・ジュニア市場が著しく縮

小した場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

(13) 人材リスク

当社は今後の事業拡大に伴い、継続して人材を確保する必要があると考えており、優秀な人材の育成に努めていく方

針であります。しかし、採用計画が予定通りに進まなかった場合、又は在籍する人材の多くが流出する等の状況が発生

した場合、競争力の低下や事業拡大計画の変更等を余儀なくされ、当社の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

(14) 法的規制リスク

当社における各事業は、「知的財産法」「製造物責任法」「家庭用品品質表示法」「不当景品類及び不当表示防止

法」「公正競争規約」「特定商取引に関する法律」等による法的規制を受けております。

社内管理体制の充実によってこれら法令を遵守する体制を整備しており、また個人を含む取引先に対しては契約内容

に基づいて当該法令の遵守を徹底しております。しかし、これら法令に違反する行為が行われた場合、若しくは法令の

改正又は新たな法令の制定が行われた場合、当社の事業展開に影響を与える可能性があります。

 

(15) システム障害リスク

当社は、オンラインショップのサイト運営においてコンピューターシステムを利用しており、自然災害や事故等に

よって通信ネットワークが切断された場合、また、設備の不備、開発運用ミス、電力供給の停止など予測不能な様々な

要因によってコンピューターシステムが停止した場合、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。

また、当社のコンピューターシステムは、適切なセキュリティ手段を講じて、外部からの不正アクセスを回避するよ

う取り組んでおりますが、コンピューターウイルスやハッカーの侵入等によってシステム障害が発生した場合、当社の

業績及び事業展開に影響を与える可能性があります。
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(16) 個人情報漏洩リスク

当社は、個人情報を含む多くの顧客情報及び機密情報を取得し管理しております。当社では、個人情報の取扱い及び

その管理に細心の注意を払い、情報管理の重要性を周知させるよう全従業員に対して研修等を行い、社内でのルール化

やその手続の明確化を徹底しております。また、一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）の発行するプライ

バシーマーク（認定番号21000259）を取得し、個人情報の管理について留意しております。

また、情報セキュリティについては外部からの不正アクセス、コンピュータウイルスの侵入防止について、システム

対策を講じております。

しかしながら、外部からの不正アクセス、システム運用における人的過失、従業員による故意的な顧客情報の漏洩、

消失、改竄又は不正利用等が生じる可能性があります。また、当該事態に適切に対応することができず、信用の失墜又

は損害賠償請求によって損失が発生した場合、当社の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

 

(17) 自然災害、事故等のリスク

当社が出店している店舗施設の周辺地域において、大地震や津波、台風、洪水等の自然災害あるいは予期せぬ事故等

が発生した場合、店舗施設に物理的な障害が生じる可能性があります。また、自然災害、事故等によって当社の販売活

動や物流、仕入活動において支障が発生した場合のみならず、人的被害等が生じた場合、通常の事業活動が困難とな

り、当社の業績及び事業展開に影響を与える可能性があります。

 

(18) 減損会計の適用リスク

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としてグルーピングを行っております。

そのため、店舗運営状況や経済環境の変化等により、各店舗の収益性が損なわれ、固定資産の簿価を上回る将来

キャッシュ・フローが見込めない場合、減損損失を認識する必要があります。当該減損損失を計上することによって、

当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

(19) 長期賃貸借契約によるリスク

当社は、全て賃貸借契約による店舗展開を行っております。

一部の賃貸借契約における契約期間は、５年を超える長期間に渡っております。また、賃貸借契約においては、一定

期間の事前予告をもって解約できるものと定められており、当該撤退制約に反した場合は、中途解約に係る違約金など

の支払いが必要となるため、当社の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

 

(20) 差入れた敷金及び保証金や預け入れた売上代金等の貸倒リスク

当社が運営する店舗は全て賃貸物件であり、出店に際して敷金及び保証金を差入れております。また、ファッション

ビル及びショッピングモール運営会社との賃貸借契約により、入店している店舗の一部売上金を一定期間預け入れるこ

ととなっております。

第24期（平成27年８月末）において、ファッションビル及びショッピングモールに対する敷金及び保証金の残高は

329,806千円（総資産に対する比率は9.1％）であり、売上預け金（売掛金）の残高は160,800千円（同4.5％）でありま

す。

したがって、当社が賃貸借契約を締結しているファッションビル及びショッピングモール運営会社の業績等によっ

て、上記債権の全部又は一部が貸倒れる可能性があります。

 

(21) 新株予約権による希薄化効果リスク等

当社では、株主価値向上を意識した経営の推進を図るとともに、役員及び従業員に対して業績向上への意欲や士気を

一層高めるインセンティブプランとして、役員及び従業員に対して新株予約権を付与しております。

第24期（平成27年８月末）において、新株予約権による潜在株式数は346,000株であり、発行済株式総数2,130,500株

の16.2％にあたります。したがって、当該新株予約権の行使により、株式価値の希薄化や株式売買需給への影響が発生

し、株価形成に影響を及ぼす可能性があります。

 

(22) 配当政策

当社は、現在成長過程にあり、経営基盤の長期安定に向けた財務体質の強化及び事業の継続的な拡大発展を目指して

おります。そのため、内部留保の充実が重要であると考え、会社設立以来配当は実施しておりません。

しかしながら、株主利益の最大化を重要な経営目標の一つとして認識しており、今後の株主への利益配当につきまし

ては、業績の推移・財務状況、今後の事業・投資計画等を総合的に勘案し、内部留保とのバランスを図りながら検討し

ていく方針であります。
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５【経営上の重要な契約等】

当社の経営上、重要な契約は以下のとおりです。

 

当社の重要な業務委託を行っている契約

相手方の名称 契約書名 契約締結日 契約期間 契約内容

日本通運

株式会社
業務委託契約書 平成24年４月１日

平成24年４月１日から

平成29年３月31日まで

オンラインショップサイトの商品に関

する入庫作業、保管業務、出庫作業、

出荷作業の各物流業務及び関連業務

日本通運

株式会社

業務委託契約書

に基づく覚書
平成27年３月31日

平成27年４月１日から

平成29年３月31日まで

上記業務委託契約書に基づき、当社店

舗向け・卸売先への配送業務を追加

 

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与

える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断し

ておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りと異なる場合があります。なお、

当社の財務諸表の作成に際して採用している重要な会計方針は、「第５ 経理の状況　１．財務諸表等　(１）財

務諸表　重要な会計方針」に記載しております。

 

(2) 財政状態の分析

(流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は2,378百万円(前事業年度末残高は2,916百万円)となり、537百万円の

減少となりました。これは主に、現金及び預金が103百万円、売掛金が115百万円、商品及び製品が179百万円そ

れぞれ減少したことによるものです。

 

(固定資産)

当事業年度末における固定資産の残高は1,229百万円(前事業年度末残高は2,010百万円)となり、780百万円の

減少となりました。これは主に、建物が143百万円、繰延税金資産が303百万円、敷金及び保証金が243百万円そ

れぞれ減少したことによるものです。

 

(流動負債)

当事業年度末における流動負債の残高は1,512百万円(前事業年度末残高は1,372百万円)となり、139百万円の

増加となりました。これは主に、買掛金が64百万円、１年内返済予定の長期借入金が75百万円減少した一方

で、短期借入金が399百万円増加したことによるものです。

 

(固定負債)

当事業年度末における固定負債の残高は803百万円(前事業年度末残高は1,376百万円)となり、572百万円の減

少となりました。これは主に、長期借入金が197百万円、役員退職慰労引当金が377百万円それぞれ減少したこ

とによるものです。

 

(純資産)

当事業年度末における純資産の残高は1,293百万円(前事業年度末残高は2,177百万円)となり、884百万円の減

少となりました。これは主に、当期純損失計上に伴い利益剰余金が884百万円減少したことによるものです。
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(3） 経営成績の分析

(売上高)

　当事業年度における売上高は8,115百万円(前年同期比8.2％減)となり、前事業年度と比べて729百万円の減少

となりました。これは主に、既存店売上高減少や退店によるものです。

 

(売上原価)

当事業年度における売上原価は4,012百万円(前年同期比10.2％減)となり、前事業年度と比べて453百万円の

減少となりました。これは主に粗利率の改善によるものです。この結果、売上総利益は前事業年度に比べ274百

万円減少し、4,104百万円(同6.3％減)となりました。

 

(販売費及び一般管理費)

当事業年度における販売費及び一般管理費は4,590百万円(前年同期比5.5％減)となり、前事業年度と比べて

268百万円の減少となりました。これは主に、地代家賃197百万円の減少によるものです。この結果、485百万円

の営業損失(前年同期は480百万円の営業損失)となりました。

 

 

(営業外損益）

当事業年度における営業外収益は46百万円(前年同期比36.4％減)となりました。これは主に、通貨オプショ

ン評価益23百万円及び為替差益14百万円によるものです。一方で、営業外費用は19百万円(同61.9％減)となり

ました。これは主に、支払利息15百万円によるものです。この結果、459百万円の経常損失(前年同期は459百万

円の経常損失)となりました。

 

(特別損益)

　当事業年度における特別利益は378百万円(前年同期比2476.0％増)となりました。これは主に、役員退職慰労

引当金戻入額377百万円によるものです。一方で特別損失は369百万円(同134.8％増)となりました。これは主

に、減損損失328百万円によるものです。この結果、449百万円の税引前当期純損失(前年同期は601百万円の税

引前当期純損失)となりました。

 

(当期純損益）

　当事業年度における法人税、住民税及び事業税(法人税等調整額含む)は434百万円となりました。この結果、

884百万円の当期純損失(前年同期は386百万円の当期純損失)となりました。

 

(4) キャッシュ・フローの状況の分析

　キャッシュ・フローの状況の分析につきましては、「第２ 事業の状況　１ 業績等の概要　（２）キャッ

シュ・フロー」に記載のとおりであります。

 

（5) 重要事象等について

　　　　当社には、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況が存在しております。しかし、当社は運転資金の効率的な調達を行うため主要な取

引銀行４行と当座貸越契約を締結するなど、十分な資金枠を確保していることから、資金面に支障はないと考

えております。また、税効果会計における繰延税金資産の取り崩しによる影響を受けて、当事業年度末におけ

る自己資本比率は35.8％となりました。しかし、自己資本残高は1,293百万円であるため、自己資本が著しく脆

弱で債務超過に陥りかねないような状況は存在しません。

 

　　　　さらに、当社は、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況を早期に解消又は改善する

ため、以下の対応策に取り組んでおります。

 

　　　　①店舗リストラクチャリングに基づく収益回復

　　　　既存店舗について、厳密な採算管理に基づき、今後の収益改善が見込めない赤字店舗の退店を推進しており

ます。当事業年度につきましては、31店退店いたしました。また、高収益な店舗展開を図るため、各店舗にお

ける適正人員配置の見直しを図るとともに、店舗改装・ブランド融合による活性化・既存店舗の賃料圧縮等を

検討し、店舗リストラクチャリングに基づく収益回復を達成いたします。今後も収益改善が見込めない赤字店

舗が発生した場合には、速やかに退店を推進いたします。
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　　　　②粗利率の改善

　　　　当社は、在庫圧縮及び他社との価格競争に基づいて、積極的なセール販売を実施してまいりました。その結

果、在庫量を適正水準まで減少させて、現在は大規模なセール販売を控えることにより、利益確保を重視した

販売方法に移行しております。

　　　　具体的には、消費者ニーズ及び販売動向を適時・適切に把握し、各商品に対する販売価格の見直しを随時実

施してまいります。また、仕入先を含む、仕入金額の見直しを通じて原価低減を達成し、粗利率の改善を達成

いたします。

 

　　　　③事業効率の最適化

　　　　当社は、収益性が最も高いインターネット販売事業に経営資源を集中させて、当該事業の拡大を達成いたし

ます。具体的には、自社ショッピングサイトの集客力向上を図るとともに、他社サイトへの積極的な新規出店

を通じて、多角的なインターネット販売事業の展開を推進し、事業効率の最適化を実現いたします。なお、直

近のインターネット販売事業の売上高構成比率は、当事業年度において43％超となり、前事業年度32％超より

比率が増加しております。

 

　　　　④経費削減

　　　　当社は、固定費圧縮策として社内経費の削減に加えて、各取引先との契約見直しを通じて、費用負担の軽

減を図っております。当事業年度につきましては、一括外注した物流業務の一部を内製化したことにより、

物流コストの削減をいたしました。今後も賞与等を含む人件費の削減だけでなく、外部への業務委託費用の

低減を交渉し、利益確保を最優先事項とした総経費削減を推進いたします。

 

　　　　したがって、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断し、財務諸表への注記は記載

しておりません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度は、岩手県の盛岡店をはじめ５店舗を新設、その他２店舗の内装の改装等（168百万円）を行いまし

た。

（金額には敷金及び保証金、長期前払費用を含み、ソフトウエア仮勘定、消費税等を含めておりません。）

セグメントごとの設備投資実施額は次のとおりであります。

セグメントの名称 設備投資実施額

　店舗販売事業 140百万円

　インターネット販売事業 21百万円

　卸売販売事業 －百万円

　その他 －百万円

　全社（共通） 6百万円

合計 168百万円

 

２【主要な設備の状況】

平成27年８月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（人）

建物
（千円）

工具、器
具及び備

品
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

リース
資産

（千円）

ソフトウ
エア

（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（東京都渋谷区）
全社（共通） 事務所 7,053 7,212

－

(－)
21,260 26,159 225 61,913

121

(7)

本社倉庫

（東京都渋谷区）
全社（共通） 倉庫 64,447 384

341,000

(173.12)
－ － － 405,831

－

(－)

ＡＮＡＰ名取店

（宮城県名取市）
店舗販売事業 店舗設備 11,730 1,040

－

(－)
－ － 827 13,598

1

(5)

ＡＮＡＰ下田店

（青森県上北郡）
店舗販売事業 店舗設備 11,256 3,189

－

(－)
－ － 419 14,865

－

(3)

ＡＮＡＰ宇都宮インター

バークビレッジ店

（栃木県宇都宮市）

店舗販売事業 店舗設備 12,612 295
－

(－)
－ － － 12,907

1

(3)

オンラインショップ倉庫

（東京都江戸川区）

インターネット

販売事業
物流拠点 － 200

－

(－)
28,966 2,413 － 31,579

－

(－)

（注）１．各資産の金額は帳簿価額であり、ソフトウエア仮勘定は含んでおりません。

２．アルバイト数は（　）に外数で記載しております。

３．帳簿価額のうち「その他」は商標権及び長期前払費用であります。

４．現在休止中の主要な設備はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　　該当事項はありません。

 

　(3）重要な設備の売却等

　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,960,000

計 6,960,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成27年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,130,500 2,130,500

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株

であります。

計 2,130,500 2,130,500 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成27年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成24年８月29日臨時株主総会決議

区分
事業年度末現在

（平成27年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年10月31日）

新株予約権の数（個） 692（注）１ 692（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 346,000（注）１、２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 766（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成26年８月30日

至　平成34年８月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　    766

　資本組入額　    383
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４、５、６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入れその他の処分

は認めないものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、退職による権利喪失分を除いたものであります。

　　　２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

て行われ、調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併、株式分割、株式交換または株式移転（以下、総称して「合併等」という。）を行う場合、

株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を

勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。

　　　３．新株予約権発行後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額

を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合、次の

算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込価額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １株当たり時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする場

合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することが

できる。

　　　４．新株予約権者は、権利行使時において、当社または当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位に

あることを要す。ただし、取締役、監査役が任期満了により退任した場合、または従業員が定年により退職し

た場合にはこの限りではない。また、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

　　　５．新株予約権の相続はこれを認めない。

　　　６．その他権利行使の条件は、総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定めるところによる。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成25年８月14日

　（注）１
1,736,520 1,740,000 － 118,000 － 48,000

　平成25年11月18日

　（注）２
320,000 2,060,000 147,200 265,200 147,200 195,200

　平成25年12月18日

　（注）３
70,500 2,130,500 32,430 297,630 32,430 227,630

（注）１．株式分割（１：500）による増加であります。

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

　　発行価格　　1,000円

　　引受価額　　　920円

　　資本組入額　　460円

３．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

　　発行価格　　　920円

　　資本組入額　　460円

　　割当先　　　　大和証券株式会社
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（６）【所有者別状況】

平成27年８月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 11 17 4 4 1,216 1,254 －

所有株式数

（単元）
－ 622 673 589 45 20 19,350 21,299 600

所有株式数の割

合（％）
－ 2.92 3.16 2.77 0.21 0.09 90.85 100 －

 （注）自己株式134株は、「個人その他」に１単元、「単元未満株式の状況」に34株を含めて記載しております。

 

（７）【大株主の状況】

  平成27年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

中島　篤三 東京都世田谷区 849,000 39.85

家髙　利康 東京都世田谷区 405,000 19.01

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 50,000 2.35

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６-１ 47,200 2.22

株式会社近藤紡績所 愛知県名古屋市中区丸の内二丁目18番25号 20,000 0.94

ナカムラエアーエクスプレス株式会

社
東京都港区芝浦２丁目３番39号 20,000 0.94

堀越　和広 神奈川県伊勢原市 17,700 0.83

井川　圭史 神奈川県横浜市磯子区 17,500 0.82

鈴木　忠昭 東京都新宿区 14,000 0.66

東日本信販株式会社
東京都中央区銀座５丁目９-１　銀座コティ

ビル９Ｆ
12,900 0.61

計 － 1,453,300 68.21
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,129,800 21,298 －

単元未満株式 普通株式       600 － －

発行済株式総数 2,130,500 － －

総株主の議決権 － 21,298 －

　（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が34株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年８月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ＡＮＡＰ

東京都渋谷区神宮前
二丁目31番16号

100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は会社法第236条、第238条及び第239条の

規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

（平成24年８月29日開催の臨時株主総会）

　会社法に基づき、平成24年８月29日臨時株主総会終結の時に在任する当社取締役及び同日現在在籍する当社

使用人に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成24年８月29日の臨時株主総会にお

いて特別決議されたものであります。

決議年月日 平成24年８月29日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役５

当社従業員16

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　－

（注）１．退職による権利の喪失等により、本書提出日現在の付与対象者の区分及び人数は、当社取締役４名、当社従業

員13名となっております。

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

30/96



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　　　　　会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 73 53,765

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成27年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。

 

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（ストック・オプションの行使）
－ － － －

保有自己株式数 134 － 134 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成27年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 

 

３【配当政策】

当社は、将来の事業展開などを総合的に勘案しつつ、株主各位に対する利益還元である配当、事業機会に即応でき

る体質強化を図った内部留保、そして経営活性化を目的とした役員及び従業員へのインセンティブに配慮して、適正

な利益配分を実施していくことを基本方針としております。

一方で、当社は現在成長過程にあり、将来の事業拡大に向けた内部留保の充実を図ることが重要であると考え、設

立以来、剰余金の配当を実施しておりません。

今後は、業績や配当性向、将来的な成長戦略などを総合的に勘案していく方針でおりますが、現時点において配当

実施の可能性及びその実施時期については未定であります。

また、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応できる経営体制強化及び事業拡大のた

めの投資等に充当していく予定であります。

なお、当社は中間配当及び期末配当の年２回の剰余金の配当を実施することができ、会社法第454条第５項の規定

に基づいて取締役会の決議により、毎年２月末日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めており

ます。

剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

31/96



４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成23年８月 平成24年８月 平成25年８月 平成26年８月 平成27年８月

最高（円） － － － 5,360 925

最低（円） － － － 663 460

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

なお、平成25年11月19日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年３月 平成27年４月 平成27年５月 平成27年６月 平成27年７月 平成27年８月

最高（円） 745 715 679 675 654 618

最低（円） 663 661 650 646 610 460

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

32/96



５【役員の状況】

男性　７名　女性　１名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

会長
 中島　篤三 昭和29年10月30日生

昭和58年３月　株式会社イケガミ入社

平成４年９月　当社設立代表取締役社長就

任

平成18年８月　代表取締役会長就任（現

任）

(注)３ 849,000

代表取締役

社長
 家髙　利康 昭和35年４月３日生

昭和58年４月　株式会社ナルミヤ（現株式

会社ナルミヤインターナ

ショナル）入社

昭和60年12月　株式会社ハーレムストア

（平成16年12月株式会社ヤ

タカ・インコーポレーテッ

ドに社名変更）設立代表取

締役社長就任

平成11年10月　当社専務取締役就任

平成18年８月　代表取締役社長就任（現

任）

(注)３ 405,000

専務取締役  竹内　博 昭和38年10月24日生

昭和59年４月　東京リコー株式会社（現リ

コージャパン株式会社）入

社

昭和63年２月　日本エタニットパイプ株式

会社（現リゾートソリュー

ション株式会社）入社

平成８年１月　株式会社ジャック（現株式

会社カーチスホールディン

グス）入社

平成15年10月　有限会社ケイ・オフィスプ

ランニング代表取締役就任

平成16年４月　株式会社オプトロム取締役

就任　財務経理統括

平成18年10月　当社入社総務部長兼経営企

画室長

平成19年11月　取締役就任　経営管理部長

平成26年４月　専務取締役就任(現任）

(注)３ －

取締役
商品企画部

長
松山　麻佐美 昭和43年４月２日生

平成４年９月　当社取締役就任

平成19年11月　取締役ＡＮＡＰ営業本部長

平成23年11月　取締役ＡＮＡＰ統括本部長

平成24年５月　取締役ＡＮＡＰ営業本部長

平成26年４月　取締役商品企画部長(現任)

(注)３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  西堀　敬 昭和35年４月１日生

昭和58年４月　日立造船株式会社入社

昭和62年３月　和光証券株式会社（現みず

ほ証券株式会社）入社

平成２年11月　和光バンクスイス　シニア

バイスプレジデント

平成８年10月　ウェザーニューズ株式会社

入社　社長室国際部門担当

副部長

平成10年６月　ウェザーニューズ株式会社

財務部長

平成12年10月　株式会社フィナンテック入

社

平成12年11月　株式会社フィナンテック・

コミュニケーションズ取締

役就任

平成13年10月　株式会社フィナンテック・

コミュニケーションズ代表

取締就任

平成13年10月　株式会社フィナンテック取

締役就任

平成14年10月　東京ＩＰＯ編集長

平成18年３月　株式会社ベストブライダル

社外取締役就任（現任）

平成19年11月　当社取締役就任（現任）

平成23年３月　株式会社シノケングループ

社外取締役就任（現任）

平成23年９月　株式会社日本ビジネスイノ

ベーション代表取締役就任

（現任）

(注)３ －

常勤監査役  小山　武久 昭和17年12月17日生

昭和43年４月　全国石油工業協同組合事務

局入職

昭和53年９月　社団法人潤滑油協会　事務

局長

昭和58年４月　全国石油工業協同組合　企

画部長

平成３年４月　日本ケミカルズ販売株式会

社入社　総務部長

平成７年５月　渋谷間税会　事務局長

平成13年12月　特定非営利活動法人ＮＰＯ

渋谷センター　事務局長

平成15年１月　日本ケミカルズ販売株式会

社　顧問

平成19年９月　当社　顧問

平成19年11月　当社監査役就任（現任）

(注)４ －

監査役  水分　博之 昭和39年２月11日生

昭和61年９月　萩生田税務会計事務所入所

平成元年２月　税理士登録

平成４年４月　水分税務会計事務所・開業

同所代表就任（現任）

平成18年８月　当社会計参与就任

平成18年11月　当社監査役就任（現任）

(注)４ －

監査役  八木澤　康史 昭和32年10月27日生

昭和59年８月　矢部税務会計事務所入所

昭和63年１月　税理士登録

平成10年１月　八木澤税理士事務所・開業

同所代表就任（現任）

平成18年５月　日興サービス株式会社設立

代表取締役就任（現任）

平成18年11月　当社監査役就任（現任）

(注)４ －

　　計 1,254,000

（注）１．取締役西堀敬は、社外取締役であります。

　　　２．監査役小山武久、八木澤康史の２名は、社外監査役であります。

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

34/96



　　　３．取締役の任期は、平成26年11月27日開催の定時株主総会の終結の時から、２年以内に終了する事業年度のう

　　　 　ち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

　　　４．監査役小山武久、水分博之、八木澤康史の任期は、平成25年８月22日開催の臨時株主総会の終結の時から、

           ４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

　　　５．当社は経営機能における意思決定と業務執行を明確に分離することにより、取締役会の活性化のため執行役

　　　　　　員制度を導入しております。執行役員は３名で、店舗販売部長 鈴木敏和、卸売営業部長 鈴木忠昭、

           総務人事部長 卜部哲哉で構成されております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、カジュアルファッションを扱うアパレル企業として継続的な成長、企業価値の拡大、経営の安定

化を実現するため、コーポレート・ガバナンス体制をより強固にすることが重要な経営責務であると認識して

おります。また、株主の皆様をはじめ顧客、取引先、従業員、地域社会など、すべてのステークホルダーの利

益を遵守しつつ、公正で透明性の高い経営、経営監視機能の強化、経営効率の向上、法令遵守の徹底に努めて

おります。

 

２．企業統治体制を採用する理由

当社は変化の激しい業界に属していることから、取締役会につきましては、業界や社内の状況に精通した

社内取締役４名を中心とし、そこに、豊富な経営管理経験を有し、客観的・専門的見地からの助言が期待でき

る社外取締役１名を加え構成されております。これにより、迅速かつ的確で効率的な意思決定と、それに対す

る幅広い視野と客観性、公正性を併せ持った実効性の高い監督が実現できると考え、現在の体制を採用してお

ります。

また、執行役員制度（取締役会で選任された執行役員が業務執行を行い、取締役会及び監査役がこれを監

督・監視するという経営管理体制）を導入し、意思決定の一層の迅速化及び取締役会の監督・監視機能の強化

を図っております。

さらに、当社では社外監査役２名も含めた監査役会による監査体制が経営監視に有効であると判断し、監

査役会設置会社制度を採用しております。会社法第383条に基づき取締役会には監査役３名が出席しており、

取締役の業務執行に関する監督を行うとともに適宜、提言及び助言などを行い、透明性のある公正な経営体制

及び効果的にガバナンスが機能するよう努めております。

 

３．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　① 会社の機関の内容

イ. 取締役会

取締役会は、執行役員制度の導入により少人数の取締役で構成し、迅速かつ機動的に重要な業務執行

に関する意思決定を行うほか、各取締役の職務執行状況を監督しており、原則として月１回開催してお

ります。取締役会には取締役、執行役員及び監査役が出席し、法令で定められた事項及び取締役会規程

等に定められた重要事項の意思決定を行うとともに、業務執行状況の監視・監督を行っております。ま

た、必要の都度、臨時取締役会を開催するとともに、取締役間にて随時打ち合わせ等を行っており、効

率的な業務執行ができる体制を整備しております。

 

ロ. 監査役会

監査役会は監査役３名で構成され、監査の有効性及び効率性の充実並びに監査役間での意見交換を目

的に、毎月１回の定例監査役会を開催しております。立案・策定した監査計画に基づき、取締役の業務

執行状況を中心に監査し、監査報告書を作成しております。監査結果については、取締役へ報告すると

ともに、指摘事項に対する改善状況の確認を行っております。

また、監査役 八木澤康史及び水分博之は税理士の資格を有しており、財務及び税務に関して専門的

な知識・経験を保持しております。

 

ハ. 内部監査室

内部監査室は代表取締役社長直轄の組織として機能し、監査役会、会計監査人と連携を図りながら、

内部監査計画書に基づき、各店舗及び部門の業務の適法性及び妥当性について、監査を実施しておりま

す。また、内部統制の観点から各店舗及び部門を対象とした主要な業務プロセスのモニタリングを実施

しております。

 

ニ. 社外取締役

当社は社外取締役を１名選任しております。取締役会の経営監督機能をさらに強化するため、独立

性・中立性を持った外部の視点から、経営の意思決定に参画することを目的としております。
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ホ. 社外監査役

当社は社外監査役を２名選任しております。経営の透明性の確保並びに会社全体の監視・監査を目的

に、社外の立場から客観的・中立的に経営の監視を行っております。

 

へ. 店長会・部門長会議

店舗責任者を出席者とし、各店舗の運営状況、会社からの情報伝達や教育・指導の場として月次定例

化している店長会においては、国内各地各店舗間の情報交換が行われ、店舗運営の成功事例の共有等、

ナレッジ共有の場となっております。

部門を横断し、全社的な観点での業務執行を取り纏める会議体として、各部門長を主な出席者とする

定例会議を月１回の頻度で開催しております。

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概況図は以下のとおりであります。

 

 

　② 内部統制システムの整備状況

当社は、会社法第362条第４項第６号及び会社法施行規則第100条に基づき、以下のとおり内部統制シス

テムの整備に関する基本方針を定め、業務の有効性、効率性及び適正性を確保する体制を整備・運用して

おります。

 

＜内部統制システム構築の基本方針＞

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観をもって事業活動を行う企業風土を構築するた

め、当社全体に適用する「企業行動指針」を定める。

(2) 取締役は、経営理念を率先垂範し、従業員への周知徹底、教育啓蒙を継続し、法令の遵守及び社会

的要請への対応を最優先とする企業風土を醸成する。

(3) 取締役の職務執行状況は、監査に関する規程及び監査計画に基づき監査役の監査を受け、監査役は

取締役に対し、必要に応じて改善を助言又は勧告する。

(4) 職務執行において、重大な倫理・コンプライアンス違反の事実又はその疑いがある情報に接した従

業員等は、目安箱を活用して不正行為等の防止を図る。

(5) 取締役が当社全体の経営理念を基に、全社横断的なコンプライアンス体制を維持し、かつ社会的責

任を果たすため社内規程等を整備・更新する。
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(6) 代表取締役社長直轄部門として内部監査業務を専任所管する部門（内部監査室）を設けて、年度監

査計画に基づいて専任担当者が監査を実施し、被監査部門に対する問題点の指摘、業務改善の提

案、確認を行い、その実現の支援を行うと同時に、内部監査の内容は、取締役及び監査役にも報告

され、経営力の強化を図る。

(7) 金融商品取引法及びその他の法令への適合を含め、「法律、社会規範、社内ルール等の遵守」、

「業務の有効性と効率性の向上」、「財務報告の信頼性の確保」、「資産の保全」を目的として、

内部統制の仕組を整備・構築し、業務の改善に努める。

(8) 会社情報の開示については、情報収集、開示資料の作成、開示手順、開示責任者等を定め、開示の

正確性、適時性及び網羅性を確保する。

 

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役の職務の執行に係る情報及び文書の取り扱いは、法令及び社内規程等に定めるところによ

り、適切かつ検索性の高い状態で記録・保存・管理され、必要に応じて運用状況の検証、各規程等

の見直し等を行う。

(2) 機密性の高い情報はもとより、情報全般について、社内規程等に基づき、保存・管理する部門、責

任者、取扱者を明確にし、適切に管理する。

(3) 情報セキュリティに関する基本方針、細則等を決定し、情報セキュリティに関する社内周知徹底を

図る。

 

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 業務マニュアル、諸規程の体系化、業務の標準化を適時適切に行い、各種リスク(販売、仕入、法

務、財務、店舗等)に対応する組織及び責任者を定め、適切に評価・管理体制を構築する。

(2) 不測の事態が生じた場合には、対策チーム等を設置し、情報開示を含む迅速な対応を行い、損害の

拡大を防止する体制を整備する。

(3) 直接又は間接に経済的損失をもたらすリスク等を軽減するため、各部門長等による定例会議を原則

月１回定期的に開催する。

 

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役の職務の執行の効率性を確保する体制として、取締役会を原則月１回定期的に開催し、重要

事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督を行う。

(2) 執行監督責任の明確化を目的として、取締役には社外取締役を含むものとする。

(3) 取締役の職務分掌と権限を明確にするため、組織体制に関し、関係諸規程の見直し、整備を適時適

切に行う。

(4) 経営環境の変化に応じ、組織・業務運用体制の随時見直しを行う。

(5) 社内規程等に基づき、各業務執行における責任者及びその権限等のルールを定め、効率的に職務の

執行が行われる体制をとる。

 

ホ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

(1) 監査役が補助者の採用を希望する場合は、取締役と監査役が意見交換を行い、協議の上で決定す

る。

 

へ．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す

る事項

(1) 監査役より監査役を補助することの要請を受けた使用人は、その要請に関して、取締役及び上長等

の指揮・命令を受けないものとする。

(2) 取締役は、当該使用人の人事考課及び異動については、監査役の意見を尊重して行う。

 

ト．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1) 取締役は、法令に違反する事実、或いは会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実を発見したとき

は、当該事実を直ちに監査役に報告する。

(2) 監査役は、取締役会の他、重要な意思決定プロセス及び業務の執行の状況を把握するため、重要な

会議に出席するとともに、主要な決裁を求める書面その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、

必要に応じて取締役及び使用人にその説明を求める。

(3) 取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて速やかに業務執行状況を報告する。
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チ．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

(1) 監査役に報告をした者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁

止する。

 

リ．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生

ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

(1) 監査役は、職務の執行上必要と認める費用についてあらかじめ予算を確保することができる。

(2) 監査役は、(1)の予算以外に緊急又は臨時に支出した費用についても、特段の理由がない限り全額

会社が負担するものとする。

 

ヌ．その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役会には法令に従い社外監査役を含み、対外透明性を確保する。

(2) 監査役は、代表取締役会長・社長と定期的に意見交換を行い相互の意思疎通を図る。

(3) 監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、部門長会議

など業務執行部門の重要な会議に出席する。

(4) 監査役、会計監査人及び内部監査室は意見交換の場を持ち、相互の連携を図る。

(5) 監査役は、職務を遂行するために必要と判断したときは、弁護士、会計士等の専門家による外部ア

ドバイザーを活用することができる。

 

ル．反社会的勢力を排除するための体制

(1) 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨むとともに、

一切の関係を遮断する。

 

ヲ．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況

(1) 当事業年度における主な取組みにつきましては、コンプライアンス意識の向上と不正行為等の防止

を図るため、「企業行動指針」をはじめとしたコンプライアンス関係の規程等を、役員および従業

員に周知いたしました。

　　また、「年度監査計画」に基づき、内部監査室は、監査役及び会計監査人と連携しながら、被監査

部門の内部監査を実施いたしました。

 

　③ 内部監査及び監査役監査の状況

イ．内部監査

代表取締役社長直轄の独立組織として内部監査室を設置しており、内部監査室は内部監査室長１名を

配しております。内部監査室は、従業員の業務状況について規程・マニュアル等の遵守性、法令等に照

らした適法性等の観点から、１年間で全店舗及び部門に対して内部監査を実施しております。監査結果

は、内部監査報告書をもって代表取締役に対して報告を行うとともに、各部門に対しては具体的な指摘

事項及び問題点の通知を行っております。改善指示を受けた店舗又は部門は、これらの原因分析を行う

とともに、具体的な改善策を検討の上、改善報告書を作成し、内部監査室を通し代表取締役へ提出して

おります。また、内部監査室は、改善状況に関して随時チェックし、その結果を改善状況報告書として

取り纏め代表取締役へ提出しております。

また、内部監査室は、監査の充実及び効率化を図る目的で、監査役及び会計監査人と定期的に情報及

び意見交換を実施しております。

 

ロ．監査役監査

監査役は、取締役会やその他重要な会議へ出席することによりコーポレート・ガバナンスのあり方や

それに基づき企業運営の状況を監視するとともに、常勤監査役を中心として、業務及び財産の状況調査

等を行うことにより、取締役の業務執行を含む日常の業務内容を監査しております。監査役３名のうち

２名は社外監査役であり、それぞれがこれまでに培った専門的経験を活かし、第三者的な観点より経営

に関する監視、助言を行うことにより、監査体制の強化を図っております。

監査役は、取締役会に必ず出席し、意見又は質問を述べるとともに、面談等により取締役から業務執

行の状況について聴取や報告を受け、また、重要書類の閲覧等を行うことで、実行性の高い経営の監視

に取り組んでおります。

また、監査計画に基づく監査の他に、会計監査人や内部監査室との情報交換を積極的に行い、監査の

客観性、緻密性、効率性及び網羅性を高めるとともに、知識の共有も図っております。
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　④ 会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、会計処理・決算内容等についての監査

を受けております。業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については、以下の

とおりです。なお、継続監査年数については、７年以内であるため記載を省略しております。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員　水上　亮比呂

指定有限責任社員　業務執行社員　下条　修司

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　４名、その他　５名

　（注） その他は、会計士補等であります。

 

　⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係と当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

各社外取締役及び社外監査役と当社との間に、特別な利害関係はありません。

 

４．リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制としては、法令等の施行に合わせて適時規程を制定・改訂し、リスクに関する情報

を一元的・網羅的に収集・評価しています。当該リスクの重要性に応じて対策を講じるとともに、その進捗を

モニタリングし、継続的改善を図っております。

 

５．役員報酬の内容

① 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員

の員数（名）
基本報酬

ストックオプ

ション
賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
107,100 107,100 － － － ４

監査役

（社外監査役を除く）
5,280 5,280 － － －

 

１

社外役員 13,360 13,360 － － － ３

合計 125,740 125,740 － － － ８

（注） 退職慰労金は、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額であります。

 

②　提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

③　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社の取締役の報酬等については、株主総会の決議により承認された報酬総額の範囲内で、取締役会にて

決定しております。監査役の報酬等については、株主総会の決議により承認された報酬総額の範囲内で、監査

役会にて決定しております。

 

６．責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく、取締役（業

業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役に係る損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としてお

ります。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）又は監

査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

７．取締役の定数及び選任の決議要件

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、議決権を行使す

ることのできる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議をもって行う

旨を定款で定めております。なお、取締役の選任については、累積投票によらない旨を定款で定めておりま

す。
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８．株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とし、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が参加し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。

 

９．株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項及び理由

当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって毎年２月末日を基準日として、中

間配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするため

であります。

また当社は、自己の株式の取得について、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とする

ため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得する

ことができる旨を定款に定めております。

 

10．株式の保有状況

① 投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

該当事項はありません。

 

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保

有　目的

該当事項はありません。

 

③ 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度

（千円）

当事業年度

（千円）

貸借対照表計上額

の合計額

貸借対照表計上額

の合計額

受取配当金の

合計額

売却損益の

合計額

評価損益の

合計額

上場株式 1,777 1,934 53 － 843

 

④ 投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表

計上額

該当事項はありません。

 

⑤ 投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表

計上額

該当事項はありません。

 

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

23,000 － 22,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

 

（当事業年度）

　該当事項はありません。
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③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

 

（当事業年度）

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査法人より提示を受けた監査に要する業務時

間及びその人員等を総合的に勘案して、報酬額を決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年９月１日から平成27年８月31日

まで）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応して財務諸表を適正に作成できる体制に整備するため、

必要に応じて監査法人との協議を実施し、その他セミナー等への参加を通して、積極的な情報収集活動に努めており

ます。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

43/96



１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年８月31日)
当事業年度

(平成27年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 691,368 588,235

売掛金 615,055 499,763

商品及び製品 1,392,502 1,213,182

仕掛品 542 89

原材料及び貯蔵品 8,504 6,009

前渡金 60,983 41,213

前払費用 68,128 30,166

繰延税金資産 84,423 －

その他 427 13,951

貸倒引当金 △5,805 △13,820

流動資産合計 2,916,131 2,378,790

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,054,272 760,917

減価償却累計額 △595,999 △446,562

建物（純額） ※１ 458,273 ※１ 314,355

工具、器具及び備品 220,544 165,186

減価償却累計額 △166,267 △129,340

工具、器具及び備品（純額） 54,277 35,845

土地 ※１ 342,139 ※１ 342,139

リース資産 111,509 108,395

減価償却累計額 △44,080 △68,366

リース資産（純額） 67,428 40,028

有形固定資産合計 922,118 732,368

無形固定資産   

商標権 275 225

ソフトウエア 27,095 28,573

リース資産 34,206 15,821

その他 6,245 1,871

無形固定資産合計 67,823 46,492

投資その他の資産   

投資有価証券 1,777 1,934

破産更生債権等 10,975 4,521

長期前払費用 38,187 16,225

繰延税金資産 303,964 －

敷金及び保証金 665,084 421,368

その他 11,542 11,585

貸倒引当金 △10,975 △4,521

投資その他の資産合計 1,020,555 451,114

固定資産合計 2,010,497 1,229,975

資産合計 4,926,629 3,608,766
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年８月31日)
当事業年度

(平成27年８月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 195,410 131,303

短期借入金 ※２ 400,060 ※１,※２ 800,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 272,968 ※１ 197,968

1年内償還予定の社債 113,000 54,000

リース債務 43,523 35,966

未払金 114,753 90,691

未払費用 111,084 76,421

未払法人税等 13,002 18,559

前受金 2,766 1,620

預り金 35,976 15,749

賞与引当金 29,750 29,750

返品調整引当金 1,700 500

資産除去債務 11,848 26,007

その他 26,920 33,478

流動負債合計 1,372,764 1,512,015

固定負債   

社債 54,000 －

長期借入金 ※１ 628,704 ※１ 430,736

リース債務 65,753 29,786

繰延税金負債 － 32,297

退職給付引当金 184,254 186,547

役員退職慰労引当金 377,680 －

資産除去債務 65,731 124,054

固定負債合計 1,376,123 803,422

負債合計 2,748,888 2,315,438

純資産の部   

株主資本   

資本金 297,630 297,630

資本剰余金   

資本準備金 227,630 227,630

その他資本剰余金 374,484 374,484

資本剰余金合計 602,114 602,114

利益剰余金   

利益準備金 2,500 2,500

その他利益剰余金   

別途積立金 250,000 250,000

繰越利益剰余金 1,024,878 140,635

利益剰余金合計 1,277,378 393,135

自己株式 △69 △123

株主資本合計 2,177,053 1,292,757

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 687 570

評価・換算差額等合計 687 570

純資産合計 2,177,741 1,293,328

負債純資産合計 4,926,629 3,608,766
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成25年９月１日
　至　平成26年８月31日)

当事業年度
(自　平成26年９月１日
　至　平成27年８月31日)

売上高 8,844,117 8,115,054

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 1,536,727 1,392,502

当期製品製造原価 260,519 295,286

当期商品仕入高 4,060,882 3,537,417

合計 5,858,129 5,225,206

商品及び製品期末たな卸高 ※１ 1,392,502 ※１ 1,213,182

商品及び製品売上原価 4,465,626 4,012,024

売上総利益 4,378,491 4,103,029

返品調整引当金戻入額 1,200 1,700

返品調整引当金繰入額 1,700 500

差引売上総利益 4,377,991 4,104,229

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,384,195 1,228,487

賞与引当金繰入額 29,750 29,750

退職給付引当金繰入額 27,826 26,973

業務委託費 426,697 648,279

地代家賃 1,259,314 1,061,492

減価償却費 131,771 129,925

貸倒引当金繰入額 － 8,273

その他 1,599,321 1,456,917

販売費及び一般管理費合計 4,858,876 4,590,099

営業損失（△） △480,884 △485,869

営業外収益   

受取利息 186 159

受取配当金 49 55

通貨オプション評価益 65,703 23,757

為替差益 － 14,471

その他 6,690 7,739

営業外収益合計 72,630 46,183

営業外費用   

支払利息 10,966 15,189

社債利息 1,661 619

為替差損 10,674 －

株式公開費用 17,851 －

株式交付費 5,950 －

支払手数料 － 2,000

その他 3,863 1,614

営業外費用合計 50,968 19,422

経常損失（△） △459,222 △459,108
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成25年９月１日
　至　平成26年８月31日)

当事業年度
(自　平成26年９月１日
　至　平成27年８月31日)

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 14,336 ※２ 100

役員退職慰労引当金戻入額 － 377,680

その他 359 804

特別利益合計 14,696 378,584

特別損失   

固定資産売却損 ※３ 11,218 －

固定資産除却損 ※４ 11,083 －

減損損失 ※５ 108,089 ※５ 328,644

解約違約金 ※６ 17,356 ※６ 34,952

その他 9,514 5,614

特別損失合計 157,262 369,211

税引前当期純損失（△） △601,789 △449,736

法人税、住民税及び事業税 14,118 14,093

法人税等調整額 △229,013 420,412

法人税等合計 △214,895 434,506

当期純損失（△） △386,893 △884,242
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年９月１日
至　平成26年８月31日）

当事業年度
（自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  249,426 95.9 287,602 97.5

Ⅱ　外注加工賃  10,646 4.1 7,230 2.5

当期総製造費用  260,073 100.0 294,833 100.0

期首仕掛品たな卸高  988  542  

合計  261,062  295,375  

期末仕掛品たな卸高  542  89  

当期製品製造原価  260,519  295,286  

原価計算の方法

原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）

        （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 118,000 48,000 374,484 422,484 2,500 250,000 1,411,772 1,664,272 - 2,204,757

当期変動額           

新株の発行 179,630 179,630  179,630      359,260

当期純損失（△）       △386,893 △386,893  △386,893

自己株式の取得         △69 △69

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 179,630 179,630 - 179,630 - - △386,893 △386,893 △69 △27,703

当期末残高 297,630 227,630 374,484 602,114 2,500 250,000 1,024,878 1,277,378 △69 2,177,053

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 249 249 2,205,006

当期変動額    

新株の発行   359,260

当期純損失（△）   △386,893

自己株式の取得   △69

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

437 437 437

当期変動額合計 437 437 △27,265

当期末残高 687 687 2,177,741
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当事業年度（自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日）

        （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 297,630 227,630 374,484 602,114 2,500 250,000 1,024,878 1,277,378 △69 2,177,053

当期変動額           

当期純損失（△）       △884,242 △884,242  △884,242

自己株式の取得         △53 △53

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － － － － － △884,242 △884,242 △53 △884,296

当期末残高 297,630 227,630 374,484 602,114 2,500 250,000 140,635 393,135 △123 1,292,757

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 687 687 2,177,741

当期変動額    

当期純損失（△）   △884,242

自己株式の取得   △53

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△116 △116 △116

当期変動額合計 △116 △116 △884,413

当期末残高 570 570 1,293,328
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成25年９月１日
　至　平成26年８月31日)

当事業年度
(自　平成26年９月１日
　至　平成27年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純損失（△） △601,789 △449,736

減価償却費 131,771 129,925

資産除去債務履行差額 3,014 41,184

減損損失 108,089 328,644

長期前払費用償却額 15,744 12,774

賞与引当金の増減額（△は減少） △29,750 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,356 2,293

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △377,680

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,909 1,561

返品調整引当金の増減額（△は減少） 500 △1,200

受取利息及び受取配当金 △236 △214

通貨オプション評価損益（△は益） △65,703 △23,757

固定資産売却損益（△は益） △3,118 △100

固定資産除却損 11,083 －

支払利息 10,966 15,189

社債利息 1,661 619

株式公開費用 17,851 －

為替差損益（△は益） △1,388 △567

売上債権の増減額（△は増加） 101,430 115,292

たな卸資産の増減額（△は増加） 141,608 182,269

前渡金の増減額（△は増加） 16,297 19,770

前払費用の増減額（△は増加） △5,986 35,958

仕入債務の増減額（△は減少） 27,922 △64,107

未払金の増減額（△は減少） 19,955 △35,551

その他 21,048 2,175

小計 △62,578 △65,254

利息及び配当金の受取額 236 214

利息の支払額 △13,013 △15,930

災害義援金の支払額 △1,858 △100

解約違約金の支払額 △14,016 △37,989

法人税等の支払額 △171,303 △7,319

営業活動によるキャッシュ・フロー △262,534 △126,379
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成25年９月１日
　至　平成26年８月31日)

当事業年度
(自　平成26年９月１日
　至　平成27年８月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

有形固定資産の取得による支出 △170,932 △108,283

有形固定資産の除却による支出 △8,062 △65,618

有形固定資産の売却による収入 132,047 100

無形固定資産の取得による支出 △10,683 △6,055

敷金及び保証金の差入による支出 △57,955 △21,000

敷金及び保証金の回収による収入 36,948 264,715

長期前払費用の取得による支出 △23,115 △11,530

その他 △42 △42

投資活動によるキャッシュ・フロー △101,797 52,284

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △199,940 399,940

長期借入れによる収入 800,000 －

長期借入金の返済による支出 △312,218 △272,968

社債の償還による支出 △153,000 △113,000

株式の発行による収入 353,309 －

株式公開費用の支出 △17,851 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △35,853 △43,523

その他 △69 △53

財務活動によるキャッシュ・フロー 434,377 △29,605

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,388 567

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 71,434 △103,133

現金及び現金同等物の期首残高 619,934 691,368

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 691,368 ※ 588,235
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)を採用しております。

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法を採用しております。

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1)商品及び製品、原材料

総平均法に基づく原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)を採用

しております。

(2)仕掛品

個別法に基づく原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)を採用し

ております。

(3)貯蔵品

最終仕入原価法に基づく原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)

を採用しております。

 

４．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　６～50年

工具、器具及び備品　　　４～15年

(2)無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)、商標権については10年で償却して

おります。

(3)長期前払費用

定額法を採用しております。

(4)リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

６．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

(3)返品調整引当金

将来予想される売上返品による損失に備えるため、過去の返品実績率を勘案し、返品損失見込額を計上しておりま

す。

(4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しております。

　　（追加情報）

　　　平成27年４月10日開催の取締役会において、役員退職慰労引当金を全額取崩すことを決定しているため、当事

　　業年度末においては計上しておりません。
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７.ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　ヘッジ対象…借入金の利息

(3)ヘッジ方針

　　借入金の金利変動リスクを回避することを目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。また、資

金調達時に当社の社内規程に従い決済しております。

(4)ヘッジの有効性評価の方法

　　金利スワップは特例処理の要件を満たしており、有効性の評価を省略しております。

 

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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(表示方法の変更)

(損益計算書)

　前事業年度において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めていた「業務委託費」は、販売費及び一般管理

費の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、

前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に表示していた2,026,018千

円は、「業務委託費」426,697千円、「その他」1,599,321千円として組み替えております。

 

（キャッシュ・フロー計算書）

　前事業年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「資産除去債務履行差額」

及び「前払費用の増減額」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方

法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度のキャッシュ・フローにおいて、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に表示

していた18,077千円は、「資産除去債務履行差額」3,014千円、「前払費用の増減額」△5,986千円、「その他」21,048

千円として組み替えております。
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（会計上の見積りの変更）

 （資産除去債務の見積の変更）

不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、退店等の新たな情報の入手

に伴い、店舗の退去時に必要とされる原状回復費用に関しての見積りの変更を行いました。見積りの変更による

増加額を変更前の資産除去債務に95,548千円加算しております。

　　　　　なお、当該見積りの変更による、当事業年度の損益への影響は軽微であります。
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（貸借対照表関係）

　※１　担保資産及び担保付債務

       担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年８月31日）

当事業年度

（平成27年８月31日）

建物 68,247千円 64,447千円

土地 341,000千円 341,000千円

計 409,247千円 405,447千円

 

　　　　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年８月31日）

当事業年度

（平成27年８月31日）

短期借入金 　－千円 　71,676千円

1年内返済予定の長期借入金 　140,008千円 　65,008千円

長期借入金 109,992千円 113,316千円

計 　250,000千円 　250,000千円

 

　※２　当座貸越契約

　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。事業年度末にお

　ける当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりです。

 
前事業年度

（平成26年８月31日）

当事業年度

（平成27年８月31日）

当座貸越極度額 　1,860,000千円 　1,660,000千円

借入実行残高 　400,060千円 　800,000千円

差引額 　1,459,940千円 　860,000千円
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（損益計算書関係）

　※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

 

前事業年度

（自　平成25年９月１日

　　至　平成26年８月31日）

当事業年度

（自　平成26年９月１日

　　至　平成27年８月31日）

　 64,762千円 79,410千円

 

　※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 

前事業年度

（自　平成25年９月１日

　　至　平成26年８月31日）

当事業年度

（自　平成26年９月１日

　　至　平成27年８月31日）

建物 14,336千円 100千円

計 14,336千円 100千円

 

　※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

前事業年度

（自　平成25年９月１日

　　至　平成26年８月31日）

当事業年度

（自　平成26年９月１日

　　至　平成27年８月31日）

土地 11,218千円 －千円

計 11,218千円 －千円

 

　※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

前事業年度

（自　平成25年９月１日

　　至　平成26年８月31日）

当事業年度

（自　平成26年９月１日

　　至　平成27年８月31日）

建物 10,292千円 －千円

工具、器具及び備品 647千円 －千円

ソフトウエア 144千円 －千円

計 　11,083千円 －千円
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　※５　減損損失

　　　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　　　前事業年度（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）

場所 用途 種類

東京都他 営業店舗21店舗
建物　工具、器具及び備品

長期前払費用

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位としております。営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスである資産グループ及び移転等により既存の投資回収が困難になった資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（108,089千円）として特別損失に計上しました。その内訳は、建物

93,107千円、工具、器具及び備品6,874千円、長期前払費用8,107千円であります。なお、当資産グループの回収可能価額

は使用価値により算定しており、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能価額を零と

して評価しております。

 

　　　当事業年度（自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日）

場所 用途 種類

東京都他 営業店舗50店舗
建物　工具、器具及び備品

長期前払費用

東京都 物流拠点 リース資産

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位としております。営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスである資産グループ及び移転等により既存の投資回収が困難になった資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（328,644千円）として特別損失に計上しました。その内訳は、建物

280,284千円、工具、器具及び備品20,011千円、長期前払費用20,716千円、リース資産7,632千円であります。なお、当資

産グループの回収可能価額は使用価値により算定しており、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスである

ため、回収可能価額を零として評価しております。

 

　※６　解約違約金

店舗閉店時における賃貸借契約の解約に伴う違約金であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式　(注)１ 1,740,000 390,500 － 2,130,500

合計 1,740,000 390,500 － 2,130,500

自己株式     

普通株式　(注)２ － 61 － 61

合計 － 61 － 61

　(注)１．普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

有償一般募集(ブックビルディング方式)による増加 320,000株

有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三

者割当増資)による増加
70,500株

 

　(注)２．普通株式の自己株式の株式数の増加61株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度
末残高

（千円）
当事業
年度期首

当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

提出会社
ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － － －

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。
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当事業年度（自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 2,130,500 － － 2,130,500

合計 2,130,500 － － 2,130,500

自己株式     

普通株式　(注) 61 73 － 134

合計 61 73 － 134

　(注)普通株式の自己株式の株式数の増加73株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度
末残高

（千円）
当事業
年度期首

当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

提出会社
ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － － －

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成25年９月１日
至　平成26年８月31日）

当事業年度
（自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日）

現金及び預金勘定 691,368千円 588,235千円

現金及び現金同等物 691,368 588,235

 

 

 

（リース取引関係）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能なものに係る未経過リース料

 
前事業年度

（平成26年８月31日）

当事業年度

（平成27年８月31日）

　１年内 1,299千円 1,299千円

　１年超 1,623千円 324千円

　合計 2,922千円 1,623千円
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な余資

は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デ

リバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　不動産賃借等物件に係る敷金及び保証金は、差入先・預託先の経済的破綻等によりその一部又は全額が

回収できないリスクがあります。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金及び社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後４

年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての仕入に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした通貨オプ

ション取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引でありま

す。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等につ

いては、前述の重要な会計方針「７．ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、与信管理規程に従い、各事業部門における営業本部が主要な取引先の状況を定期

的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。また、敷金及び保証金についても定期的に相手先の状況をモニ

タリングしております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しておりま

す。

　外貨建ての仕入について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として通貨オプ

ション取引を利用してヘッジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、職務権限規程及びデリバティブ取引規程に従い、担当部署

が決裁担当者の承認を得て行っております。月次の取引実績は、取締役会に報告しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

63/96



２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　前事業年度（平成26年８月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 691,368 691,368 －

(2) 売掛金 615,055 615,055 －

(3) 投資有価証券 1,777 1,777 －

(4) 敷金及び保証金 665,084 653,003 △12,080

資産計 1,973,285 1,961,204 △12,080

(1) 買掛金 195,410 195,410 －

(2) 短期借入金 400,060 400,060 －

(3) 未払金 114,753 114,753 －

(4) 未払法人税等 13,002 13,002 －

(5) 社債

(1年内償還予定の社債含む)
167,000 167,264 264

(6) 長期借入金

(1年内返済予定の長期借入金含む)
901,672 901,583 △88

(7) リース債務

(1年内返済予定のリース債務含む)
109,277 105,084 △4,192

負債計 1,901,175 1,897,158 △4,017

デリバティブ取引（＊） (10,514) (10,514) －

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（　）で示しております。

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

　これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

(4) 敷金及び保証金

　敷金及び保証金については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値

により算定しております。

　

負　債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(5) 社債 (1年内償還予定の社債含む)

　これらの時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値

により算定しております。

(6) 長期借入金 (1年内返済予定の長期借入金含む)、(7) リース債務 (1年内返済予定のリース債務含む)

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされてお

り（注記事項「デリバティブ取引関係」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております
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　当事業年度（平成27年８月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 588,235 588,235 －

(2) 売掛金 499,763 499,763 －

(3) 投資有価証券 1,934 1,934 －

(4) 敷金及び保証金 421,368 414,932 △6,436

資産計 1,511,301 1,504,865 △6,436

(1) 買掛金 131,303 131,303 －

(2) 短期借入金 800,000 800,000 －

(3) 未払金 90,691 90,691 －

(4) 未払法人税等 18,559 18,559 －

(5) 社債

(1年内償還予定の社債)
54,000 54,000 －

(6) 長期借入金

(1年内返済予定の長期借入金含む)
628,704 628,964 260

(7) リース債務

(1年内返済予定のリース債務含む)
65,753 63,892 △1,861

負債計 1,789,011 1,787,411 △1,600

デリバティブ取引（＊） 13,242 13,242 －

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（　）で示しております。

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

　これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

(4) 敷金及び保証金

　敷金及び保証金については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値

により算定しております。

　

負　債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等、(5) 社債 (1年内償還予定の社債)

　これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(6) 長期借入金 (1年内返済予定の長期借入金含む)、(7) リース債務 (1年内返済予定のリース債務含む)

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされてお

り（注記事項「デリバティブ取引関係」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。
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デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成26年８月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 691,368 － － －

売掛金 615,055 － － －

敷金及び保証金 114,502 242,157 304,923 3,500

合計 1,420,926 242,157 304,923 3,500

 

当事業年度（平成27年８月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 588,235 － － －

売掛金 499,763 － － －

敷金及び保証金 119,027 119,185 183,156 －

合計 1,207,025 119,185 183,156 －

 

４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成26年８月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

短期借入金 400,060 － － － － －

社債 113,000 54,000 － － － －

長期借入金 272,968 197,968 173,968 139,968 116,800 －

リース債務 43,523 35,966 22,639 6,343 803 －

合計 829,551 287,934 196,607 146,311 117,603 －

 

当事業年度（平成27年８月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

短期借入金 800,000 － － － － －

社債 54,000 － － － － －

長期借入金 197,968 173,968 139,968 116,800 － －

リース債務 35,966 22,639 6,343 803 － －

合計 1,087,934 196,607 146,311 117,603 － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（平成26年８月31日）

 種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

(1）株式 1,777 1,090 687

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,777 1,090 687

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 1,777 1,090 687
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当事業年度（平成27年８月31日）

 種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

(1）株式 1,934 1,091 843

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,934 1,091 843

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 1,934 1,091 843

 

２．売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 229,984 － －

合計 229,984 － －
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当事業年度（自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 60,000 － －

合計 60,000 － －

 

３．減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合にはすべて減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前事業年度（平成26年８月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の取引

通貨オプション取引     

売建     

プット(米ドル) 518,415 335,445 △18,993 65,169

　買建     

コール(米ドル) 259,207 167,722 8,478 534

合計 777,622 503,167 △10,514 65,703

（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当事業年度（平成27年８月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の取引

通貨オプション取引     

売建     

プット(米ドル) 335,445 152,475 △1,582 17,410

　買建     

コール(米ドル) 167,722 76,237 14,824 6,346

合計 503,167 228,712 13,242 23,757

（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前事業年度（平成26年８月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

(千円）

契約額等のう

ち１年超

（千円）

時価

（千円）

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引     

変動受取・固定支払 長期借入金 193,332 153,324 （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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当事業年度（平成27年８月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

(千円）

契約額等のう

ち１年超

（千円）

時価

（千円）

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引     

変動受取・固定支払 長期借入金 153,324 113,316 （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職一時金制度を設けております。

　なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付引当金繰入額を計算し

ております。当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しておりま

す。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自　平成25年９月１日
至　平成26年８月31日）

当事業年度
（自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日）

退職給付引当金の期首残高 164,897千円 184,254千円

退職給付引当金繰入額 27,826 26,973 

退職給付の支払額 △8,469 △24,680 

退職給付引当金の期末残高 184,254 186,547 

 

(2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

（平成26年８月31日）
当事業年度

（平成27年８月31日）

非積立型制度の退職給付債務 184,254千円 186,547千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 184,254 186,547 

     

退職給付引当金 184,254 186,547 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 184,254 186,547 

 

(3）退職給付引当金繰入額

簡便法で計算した退職給付引当金繰入額 前事業年度27,826千円 当事業年度26,973千円
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（ストック・オプション等関係）

　       １．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 平成24年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　５名

当社従業員　　16名

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）
普通株式　　347,500株

付与日 平成24年８月30日

権利確定条件

新株予約権者は、権利行使時にお

いて、当社または当社の関連会社の

取締役、監査役もしくは従業員の地

位にあることを要す。ただし、取締

役、監査役が任期満了により退職し

た場合にはこの限りではない。また

当社取締役会が正当な理由があると

認めた場合はこの限りではない。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間
平成26年８月30日から

　平成34年８月29日まで

（注）　株式数に換算して記載しております。なお、平成25年８月14日付株式分割（１株につき500株の割合）による分

割後の株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度（平成27年８月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 平成24年ストック・オプション

権利確定前 （株）  

前事業年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後 （株）  

前事業年度末  347,000

権利確定  －

権利行使  －

失効  1,000

未行使残  346,000

（注）　平成25年８月14日付株式分割（１株につき500株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

②　単価情報

  平成24年ストック・オプション

権利行使価格（注） （円） 766

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） －

（注）　平成25年８月14日付株式分割（１株につき500株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　平成24年８月30日付において付与されたストック・オプションの単価は、未公開企業であるため、単位当

たりの本源的価値を見積る方式により算定しております。また、単位当たりの本源的価値の見積方法は、当

社株式の評価額から権利行使価格を控除する方法で算定しており、当社株式の評価方法は、純資産価額方式

と類似業種比準方式の併用方式によっております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年８月31日）

当事業年度

（平成27年８月31日）

繰延税金資産   

　賞与引当金 　10,602千円 　9,847千円

　商品評価損 　23,081千円 　26,284千円

　未払事業税 　2,040千円 　1,491千円

　退職給付引当金 　65,668千円 　60,329千円

　役員退職慰労引当金 134,605千円 －千円

　減損損失 　82,995千円 　84,101千円

　資産除去債務 　27,649千円 　48,712千円

　繰越欠損金 274,549千円 480,392千円

　その他 　20,200千円 　24,327千円

繰延税金資産小計 　641,393千円 735,487千円

　評価性引当額 　△224,569千円 △735,487千円

繰延税金資産合計 　416,823千円 －千円

繰延税金負債   

　土地 　11,464千円 　10,402千円

　建物 7,159千円 6,204千円

　資産除去債務に対応する除去費用 　9,811千円 　15,417千円

　その他 　－千円 　272千円

繰延税金負債合計 　28,436千円 　32,297千円

繰延税金資産の純額 　388,387千円 △32,297千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

　　要な項目別の内訳

　　　税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下

げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の35.6％から平成27年９月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成28

年９月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.3％となります。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額は3,406千円減少し、法人税等調整額が同額減少しております。
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（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

店舗等の不動産賃貸借契約、定期借家契約に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から10年で見積り、割引率は0.400％から1.310％を使用して資産除去債務の金額を

算定しております。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 

 前事業年度

(自　平成25年９月１日

　至　平成26年８月31日)

当事業年度

(自　平成26年９月１日

　至　平成27年８月31日)

期首残高 59,924千円 77,579千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 22,487 13,481

時の経過による調整額 574 493

資産除去債務の履行による減少額 △5,406 △37,041

見積りの変更による増減額 － 95,548

期末残高 77,579 150,061

 

二　当該資産除去債務の見積りの変更の内容

　当事業年度において、不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について

、退店等新たな情報の入手に伴い、店舗の退去時に必要とされる原状回復費用に関しての見積りの変更を

行いました。見積りの変更による増加額を、変更前の資産除去債務に、95,548千円加算しております。

　なお、当該見積りの変更による、当事業年度の損益への影響は軽微であります。

 
  

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

77/96



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営意思

決定機関である取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象と

なっているものであります。

　当社は、衣料品販売事業のサービスを行っており、一般顧客に対して対面販売を行う「店舗販売事

業」、インターネットによる一般顧客への直接販売を行う「インターネット販売事業」、セレクトショッ

プなどに衣料品の販売を行う「卸売販売事業」の３つを報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であり

ます。また、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他
調整額

（注)１

財務諸表計上額

(注)２
 店舗販売事業

インターネット

販売事業
卸売販売事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 5,423,385 2,832,387 588,344 8,844,117 － － 8,844,117

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － － －

計 5,423,385 2,832,387 588,344 8,844,117 － － 8,844,117

セグメント利益 289,874 529,461 18,078 837,414 － △1,318,299 △480,884

セグメント資産 2,039,446 606,130 111,629 2,757,206 － 2,169,422 4,926,629

その他の項目        

減価償却費（注）３ 90,882 19,347 4,893 115,123 － 32,392 147,515

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額（注）３
207,221 21,696 1,292 230,210 － 57,435 287,645

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額△1,318,299千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

(2)セグメント資産の調整額2,169,422千円は全社資産であり、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に

係る資産等であります。

(3)減価償却費の調整額32,392千円は、全社資産に係る減価償却費であります。

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額57,435千円は全社資産に係る設備投資額であります。

 

２．セグメント利益の合計額は、損益計算書の営業損失と調整しております。

 

３．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含ま

れております。
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当事業年度（自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注)１

調整額

（注)２

財務諸表計上額

(注)３
 店舗販売事業

インターネット

販売事業
卸売販売事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 4,186,549 3,495,573 414,608 8,096,731 18,322 － 8,115,054

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － － －

計 4,186,549 3,495,573 414,608 8,096,731 18,322 － 8,115,054

セグメント利益又は損失

（△）
△7,110 670,387 12,529 675,805 13,754 △1,175,430 △485,869

セグメント資産 1,246,900 902,144 112,511 2,261,556 14,142 1,333,067 3,608,766

その他の項目        

減価償却費（注）４ 77,214 29,227 431 106,873 － 35,827 142,700

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額（注）４
214,833 21,835 － 236,669 － 6,008 242,677

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、ライセンス事業を含ん

でおります。

 

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益又は損失の調整額△1,175,430千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

(2)セグメント資産の調整額1,333,067千円は全社資産であり、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に

係る資産等であります。

(3)減価償却費の調整額35,827千円は、全社資産に係る減価償却費であります。

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額6,008千円は全社資産に係る設備投資額であります。

 

３．セグメント利益又は損失の合計額は、損益計算書の営業損失と調整しております。

 

４．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含ま

れております。
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【関連情報】

前事業年度（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報へ同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

 

 

当事業年度（自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報へ同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）

     （単位：千円）

 店舗販売事業
インターネット

販売事業
卸売販売事業 その他 全社消去 合計

減損損失 108,089 － － － － 108,089

 

当事業年度（自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日）

     （単位：千円）

 店舗販売事業
インターネット

販売事業
卸売販売事業 その他 全社消去 合計

減損損失 321,012 － － － 7,632 328,644

　　　　　　（注）「全社・消去」の金額は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失であります。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）

該当事項はありません。

 

 

当事業年度（自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日）

該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前事業年度（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）
(注)３

科目
期末残高
（千円）

役員 中島篤三 ― ―

当社代表

取締役会

長

(被所有）

直接40.15
被債務保証

被債務保証

(注)１

(注)２

667,320 ― ―

役員 家髙利康 ― ―

当社代表

取締役社

長

(被所有)

直接19.02
被債務保証

被債務保証

(注)１

(注)２

404,296 ― ―

(注）１．当社は通貨オプション取引、銀行借入及び当社社債に対して代表取締役会長中島篤三及び代表取締役社長

家髙利康より債務保証を受けております。なお、通貨オプション取引、銀行借入及び当社社債に対する債務

保証につきましては、平成25年11月22日をもって解消しております。

２．上記１の記載以外に不動産賃借契約に基づく債務について(代表取締役会長中島篤三７件・年間賃借料

175,962千円、代表取締役社長家髙利康40件・年間賃借料536,450千円)の債務保証を受けております。なお、

保証料の支払及び担保の提供は行っておりません。

３．取引金額には消費税等を含めておりません。

 

当事業年度（自　平成26年９月１日　至　平成27年８月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 中島篤三 ― ―

当社代表

取締役会

長

(被所有）

直接39.86
被債務保証

被債務保証

(注)
― ― ―

役員 家髙利康 ― ―

当社代表

取締役社

長

(被所有)

直接19.02
被債務保証

被債務保証

(注)
― ― ―

(注）　当社は不動産賃借契約に基づく債務について(代表取締役会長中島篤三１件・年間賃借料76,516千円、代表取

締役社長家髙利康23件・年間賃借料357,300千円)の債務保証を受けております。なお、保証料の支払及び担

保の提供は行っておりません。
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（１株当たり情報）

 

前事業年度

（自　平成25年９月１日

　 至　平成26年８月31日）

当事業年度

（自　平成26年９月１日

　 至　平成27年８月31日）

１株当たり純資産額 1,022円20銭 607円09銭

１株当たり当期純損失金額(△) △189円62銭 △415円06銭

　（注）１．潜在株式調整後の１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

金額であるため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成25年９月１日
至　平成26年８月31日)

当事業年度
(自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日)

当期純損失金額(△)（千円） △386,893 △884,242

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失金額(△)（千円） △386,893 △884,242

期中平均株式数（株） 2,040,350 2,130,392

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

（新株予約権）

平成24年８月30日付与、ストック

オプション

潜在株式の数　347,000株

なお、新株予約権の概要は「第４

提出会社の状況　１　株式等の状

況(2)新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

（新株予約権）

平成24年８月30日付与、ストック

オプション

潜在株式の数　346,000株

なお、新株予約権の概要は「第４

提出会社の状況　１　株式等の状

況(2)新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

84/96



⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 1,054,272 199,651
493,006

(280,284)
760,917 446,562 63,284 314,355

工具、器具及び備品 220,544 19,440
74,799

(20,011)
165,186 129,340 17,861 35,845

土地 342,139 － － 342,139 － － 342,139

リース資産 111,509 －
3,113

(3,113)
108,395 68,366 24,286 40,028

有形固定資産計 1,728,465 219,092
570,919

(303,409)
1,376,638 644,269 105,432 732,368

無形固定資産        

商標権 2,259 － － 2,259 2,033 50 225

ソフトウエア 119,530 12,055 701 130,884 102,311 10,577 28,573

リース資産 73,202 －
4,518

(4,518)
68,684 52,862 13,865 15,821

その他 6,245 － 4,374 1,871 － － 1,871

無形固定資産計 201,238 12,055
9,593

（4,518)
203,699 157,207 24,493 46,492

長期前払費用 118,961 11,530
49,483

(20,716)
81,008 64,782 12,744 16,225

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物の主な増加額は、資産除去債務の見積り変更による固定資産の増加95,548千円によるものです。

２．「当期減少額」欄の(　)内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【社債明細表】

銘柄 発行年月日
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

第４回無担保社債

(株式会社みずほ銀行保証付及び適格機関

投資家限定)

平成年月日

22.1.29

20,000

(20,000)

－

(－)
0.78 なし

平成年月日

27.1.30

第５回無担保社債

(株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行保証付およ

び適格機関投資家限定)

 
22.1.29

20,000

(20,000)

－

(－)
0.85 なし

 
27.1.29

第６回無担保社債

(株式会社みずほ銀行保証付及び適格機関

投資家限定)

 
22.9.30

60,000

(40,000)

20,000

(20,000)
0.61 なし

 
27.9.30

第７回無担保社債

(株式会社三井住友銀行保証付および適格

機関投資家限定)

 
25.6.28

67,000

(33,000)

34,000

(34,000)
0.53 なし

 
28.6.30

合計 －
167,000

(113,000)

54,000

(54,000)
－ － －

（注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。

２．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内（千円）
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

54,000 － － － －

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 400,060 800,000 0.67 －

1年以内に返済予定の長期借入金 272,968 197,968 1.20 －

1年以内に返済予定のリース債務 43,523 35,966 － －

長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く。） 628,704 430,736 1.22 平成28年～31年

リース債務（1年以内に返済予定のものを除く。） 65,753 29,786 － 平成28年～30年

合計 1,411,009 1,494,457 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（1年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 173,968 139,968 116,800 －

リース債務 22,639 6,343 803 －
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 16,780 10,711 6,712 2,437 18,342

賞与引当金 29,750 29,750 29,750 － 29,750

返品調整引当金 1,700 500 － 1,700 500

役員退職慰労引当金 377,680 － － 377,680 －

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び回収による取崩額であ

ります。

２．返品調整引当金の「当期減少額（その他）」は、返品率による洗替額であります。

３. 役員退職慰労引当金の当期減少額の「その他」は、取崩による戻入額であります。

 

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資産

除去債務明細表の記載を省略しております。

EDINET提出書類

株式会社ＡＮＡＰ(E30020)

有価証券報告書

87/96



（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 12,410

預金  

当座預金 17,777

普通預金 545,700

外貨預金 12,070

別段預金 275

小計 575,824

合計 588,235

 

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社ゼウス 92,744

イオンモール株式会社 85,002

株式会社スタートトゥデイ 62,372

日本郵便株式会社 28,061

株式会社ナノ・ユニバース 22,561

その他 209,020

合計 499,763

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

 

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
 

615,055 6,823,224 6,938,516 499,763 93.3% 29.8

（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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ハ．商品及び製品

品目 金額（千円）

商品及び製品  

トップス 447,500

ワンピース 170,818

パンツ 157,417

小物 153,863

ジャケット 101,670

スカート 92,899

セットアップ 34,743

ニット 23,871

コート 14,250

その他 16,147

合計 1,213,182

 

ニ．仕掛品

品目 金額（千円）

衣料品 89

合計 89

 

ホ．原材料及び貯蔵品

品目 金額（千円）

原材料  

生地及び付属品 1,107

小計 1,107

貯蔵品  

用度品他雑品 4,902

小計 4,902

合計 6,009
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②　固定資産

イ．敷金及び保証金

区分 金額（千円）

店舗敷金 396,068

事務所敷金 25,200

その他 100

合計 421,368

 

③　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

有限会社エムティプランニング 9,886

株式会社Ｈ＆Ｋ 7,098

株式会社モードレーヌ 6,822

Ｔ．Ｈ．Ｅ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 6,583

株式会社キュ－ブ 6,209

その他 94,703

合計 131,303

 

 

④ 固定負債

イ．退職給付引当金

区分 金額（千円）

未積立退職給付債務 186,547

会計基準変更時差異の未処理額 －

未認識数理計算上の差異 －

合計 186,547
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 1,880,529 3,935,021 5,878,237 8,115,054

税引前四半期（当期）純損失

金額(△)（千円）
△165,605 △119,582 △280,037 △449,736

四半期（当期）純損失金額

(△)（千円）
△74,083 △542,046 △701,183 △884,242

１株当たり四半期（当期）純

損失金額(△)（円）
△34.77 △254.43 △329.13 △415.06

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失金額

(△)（円）
△34.77 △219.66 △74.70 △85.93
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 毎年９月１日から翌年８月３１日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ８月３１日

剰余金の配当の基準日
２月末日

８月３１日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

(特別口座)

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

(特別口座)

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。事故その他やむを得ない

事由によって電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載

いたします。

なお、電子公告は当社ホームページに記載しており、そのアドレスは以下

のとおりです。

http://www.anap.co.jp/

株主に対する特典

(1)贈呈基準

　 毎年８月31日を権利確定日として株主名簿に記載された株主が所有する株式

数に応じ、以下のとおりに30％割引の株主優待券を贈呈する。

　 100株以上保有の株主に対し　　１枚

　 500株以上保有の株主に対し　　２枚

　 1,000株以上保有の株主に対し　３枚

(2)利用方法

・１回の精算につき、株主優待券１枚のみ利用可能とする。

・商品合計が税込5,000円以上の場合に、30％の割引を適用する。

・割引対象商品の商品合計が10万円（税抜）を利用上限金額とする。

(3)有効期限

　 当年12月１日～翌年11月30日まで

(4)取扱場所

　 通販サイト「ＡＮＡＰオンラインショップ」

　 ホームページアドレス　http://www.anapnet.com/

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

 

 

 

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第23期）（自　平成25年９月１日　至　平成26年８月31日）平成26年11月28日関東財務局長に提出

 

（2）内部統制報告書及びその添付書類

平成26年11月28日関東財務局長に提出

 

（3）四半期報告書及び確認書

（第24期第１四半期）（自　平成26年９月１日　至　平成26年11月30日）平成27年１月14日関東財務局長に提出

（第24期第２四半期）（自　平成26年12月１日　至　平成27年２月28日）平成27年４月14日関東財務局長に提出

（第24期第３四半期）（自　平成27年３月１日　至　平成27年５月31日）平成27年７月14日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

平成27年11月27日
 

株　式　会　社　Ａ　Ｎ　Ａ　Ｐ
 

　　取　　締　　役　　会　御中

 

 有限責任監査法人　ト ー マ ツ

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 水上　亮比呂　　　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 下条　修司　　　　　印

 

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＡＮＡＰの平成26年９月１日から平成27年８月31日までの第24期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社　　　ＡＮＡＰの平成27年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＡＮＡＰの平成27年

８月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社ＡＮＡＰが平成27年８月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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